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(57)【要約】
【課題】仮想計算機システムのメモリ構成変更処理の速
度を高速化する。
【解決手段】メモリ領域に対する権限として管理権と利
用権の２種類の権限を設け、実メモリ管理部1110で管理
する。第１の仮想計算機のメモリ領域Ｘを第２の仮想計
算機に割り当てる場合、実メモリ構成制御部1120は、ま
ず管理権だけを移譲し、利用権は第２の仮想計算機が実
際にメモリ領域Ｘをアクセスした時点で移譲する。利用
権の移譲に際しては、第１の仮想計算機がメモリ領域Ｘ
にデータを書き込んでいればページアウト／スワップ処
理が必要となって時間がかかるが、管理権だけの移譲に
際してはそのような処理は不要である。このため、管理
権の移譲は高速に行える。管理権を持つ第２の仮想計算
機は、何時でも利用権を獲得してメモリ領域Ｘに対して
アクセスすることができるので、実質的にメモリ領域の
割り当てを受けた状態と同等である。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　実計算機上に複数の仮想計算機を実現し、各仮想計算機のメモリに実計算機のメモリの
一部を割り当てる仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式において、
　前記複数の仮想計算機を制御する仮想計算機制御部に実メモリ管理部と実メモリ構成制
御部とを備え、
　前記実メモリ管理部は、実計算機の所定サイズのメモリ領域毎に、そのメモリ領域の管
理権を持つ仮想計算機とそのメモリ領域の利用権を持つ仮想計算機とを管理するものであ
り、
　前記実メモリ構成制御部は、メモリ領域の管理権を持つ仮想計算機から当該メモリ領域
の管理権を剥奪するメモリ解放宣言手段と、仮想計算機に対してメモリ領域の管理権を付
与した時点で当該メモリ領域の増加処理の完了を仮想計算機に通知するメモリ拡張制御手
段と、メモリ領域の利用権を持つ仮想計算機からメモリ領域を解放させると共に利用権を
剥奪するメモリ解放制御手段と、メモリ領域へのアクセスを利用権を持つ仮想計算機に制
限する手段であって、利用権を持たないが管理権を持つ仮想計算機からのメモリ領域に対
するメモリアクセス時、そのメモリ領域の利用権を持つ他の仮想計算機が存在していれば
、前記メモリ解放制御手段によって当該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させる
と共に利用権を剥奪した後に、要求元の仮想計算機に利用権を付与するメモリアクセス監
視手段とを有することを特徴とする仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式。
【請求項２】
　前記メモリ解放宣言手段は、管理権を剥奪したメモリ領域の利用権が管理権を剥奪した
仮想計算機以外の他の仮想計算機に付与されている場合、前記メモリ解放制御手段によっ
て、管理権を剥奪した仮想計算機から当該メモリ領域を解放させることを特徴とする請求
項１記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式。
【請求項３】
　前記メモリ解放宣言手段は、管理権を剥奪したメモリ領域の利用権が管理権を剥奪した
仮想計算機以外の他の仮想計算機に付与されている場合、前記メモリ解放制御手段によっ
て当該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に、管
理権を剥奪した仮想計算機に利用権を付与することを特徴とする請求項１記載の仮想計算
機システムにおけるメモリ管理方式。
【請求項４】
　前記メモリアクセス監視手段は、管理権を持たず利用権を持つ仮想計算機のメモリ領域
に対するメモリアクセスの統計値が利用権を剥奪する条件を満たした場合に、前記メモリ
解放制御手段によって当該仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥
奪することを特徴とする請求項１ないし３の何れか１項に記載の仮想計算機システムにお
けるメモリ管理方式。
【請求項５】
　前記メモリアクセス監視手段は、前記条件を満たすか否かの判定を仮想計算機からメモ
リ領域に対するメモリアクセス毎に行い、前記条件を満たしたことによってメモリ領域の
解放を行った場合には、ページアウト／スワップアウトされた領域へのアクセスに変更す
るためにメモリ再アクセス要求を起こさせる結果を生成することを特徴とする請求項４記
載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式。
【請求項６】
　前記仮想計算機は、自仮想計算機のメモリ領域の管理権が剥奪された時点で当該メモリ
領域に関して自仮想計算機で保有するメモリ情報の一部を当該メモリ領域が解放された後
の状態に合うように変更し、当該メモリ領域の利用権が剥奪された時点でメモリ情報の残
りの部分を当該メモリ領域が解放された後の状態に合うように変更することを特徴とする
請求項１ないし５の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式。
【請求項７】
　前記仮想計算機は、自仮想計算機のメモリ領域の管理権が剥奪された時点で当該メモリ
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領域に対応するメモリ利用形態を変更することを特徴とする請求項１ないし６の何れか１
項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式。
【請求項８】
　前記仮想計算機に、自仮想計算機に対するメモリ構成変更要求を制御するメモリ構成変
更要求制御手段を備え、
　前記仮想計算機制御部に、仮想計算機システムに対するメモリ再構成要求を解析し、前
記実メモリ管理部で管理される情報によって把握される現在のメモリ構成と比較して、個
々の仮想計算機に対するメモリ構成変更要求を生成するメモリ再構成要求解析手段を備え
ることを特徴とする請求項１ないし７の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおける
メモリ管理方式。
【請求項９】
　前記メモリ拡張制御手段は、仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記
実メモリ管理部を参照して、管理権が付与されていないメモリ領域の中から選択すること
を特徴とする請求項１ないし８の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ
管理方式。
【請求項１０】
　前記メモリ拡張制御手段は、仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記
実メモリ管理部を参照して、管理権および利用権が付与されていないメモリ領域の中から
選択することを特徴とする請求項１ないし８の何れか１項に記載の仮想計算機システムに
おけるメモリ管理方式。
【請求項１１】
　前記メモリ拡張制御手段は、仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記
実メモリ管理部を参照して、利用権が付与されていないメモリ領域から優先的に選択する
ことを特徴とする請求項１ないし８の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメ
モリ管理方式。
【請求項１２】
　前記仮想計算機は、自仮想計算機のメモリに関する情報を管理するメモリ管理手段と、
実計算機のメモリとの対応付けが必要なメモリアクセスに関して利用権の有無を前記メモ
リアクセス監視部へ問い合わせるメモリアクセス制御手段と、メモリ削減要求に応じて解
放に適するメモリ領域を決定し、該決定したメモリ領域を前記メモリ解放宣言部に通知す
るメモリ解放領域探索手段と、前記メモリ解放制御手段からの要求に従って解放するメモ
リ領域に関するメモリ情報を前記メモリ管理手段から削除するメモリ解放手段と、拡張す
るメモリ領域の取得を前記メモリ拡張制御手段に対して要求し、取得したメモリ領域に関
するメモリ情報を前記メモリ管理手段に追加するメモリ拡張手段とを備えることを特徴と
する請求項１ないし１１の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方
式。
【請求項１３】
　実計算機上に複数の仮想計算機を実現し、各仮想計算機のメモリに実計算機のメモリの
一部を割り当てる仮想計算機システムであって、実計算機の所定サイズのメモリ領域毎に
、そのメモリ領域の管理権を持つ仮想計算機とそのメモリ領域の利用権を持つ仮想計算機
とを管理する実メモリ管理部を有する仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法であっ
て、
　ａ）メモリ領域の管理権を持つ仮想計算機からメモリ領域の管理権を剥奪するステップ
と、
　ｂ）仮想計算機から管理権を剥奪したメモリ領域の管理権を別の仮想計算機に付与し、
メモリ領域の増加処理の完了を当該別の仮想計算機に通知するステップと、
　ｃ）利用権を持たないが管理権を持つ仮想計算機からのメモリ領域に対するメモリアク
セス時、当該メモリ領域の利用権を持つ他の仮想計算機が存在していれば、当該他の仮想
計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に、要求元の仮想計算
機に利用権を付与してメモリアクセスを許可するステップとを含むことを特徴とする仮想
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計算機システムにおけるメモリ管理方法。
【請求項１４】
　前記ステップａにおいて、管理権を剥奪したメモリ領域の利用権が管理権を剥奪した仮
想計算機以外の他の仮想計算機に付与されている場合、管理権を剥奪した仮想計算機から
当該メモリ領域を解放させることを特徴とする請求項１３記載の仮想計算機システムにお
けるメモリ管理方法。
【請求項１５】
　前記ステップａにおいて、管理権を剥奪したメモリ領域の利用権が管理権を剥奪した仮
想計算機以外の他の仮想計算機に付与されている場合、当該他の仮想計算機から当該メモ
リ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に、管理権を剥奪した仮想計算機に利用権
を付与することを特徴とする請求項１３記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方
法。
【請求項１６】
　ｄ）管理権を持たず利用権を持つ仮想計算機のメモリ領域に対するメモリアクセス時、
当該メモリ領域に対する当該仮想計算機からのメモリアクセスの統計値が利用権を剥奪す
る条件を満たした場合に、当該仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権
を剥奪することを特徴とする請求項１３ないし１５の何れか１項に記載の仮想計算機シス
テムにおけるメモリ管理方法。
【請求項１７】
　前記ステップｄにおいて、前記条件を満たしたことによってメモリ領域の解放を行った
場合には、ページアウト／スワップアウトされた領域へのアクセスに変更するためにメモ
リ再アクセス要求を起こさせる結果を生成することを特徴とする請求項１６記載の仮想計
算機システムにおけるメモリ管理方法。
【請求項１８】
　前記仮想計算機は、自仮想計算機のメモリ領域の管理権が剥奪された時点で当該メモリ
領域に関して自仮想計算機で保有するメモリ情報の一部を当該メモリ領域が解放された後
の状態に合うように変更し、当該メモリ領域の利用権が剥奪された時点でメモリ情報の残
りの部分を当該メモリ領域が解放された後の状態に合うように変更することを特徴とする
請求項１３ないし１７の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法
。
【請求項１９】
　前記仮想計算機は、自仮想計算機のメモリ領域の管理権が剥奪された時点で当該メモリ
領域に対応するメモリ利用形態を変更することを特徴とする請求項１３ないし１８の何れ
か１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法。
【請求項２０】
　ｅ）前記複数の仮想計算機を制御する仮想計算機制御部が、仮想計算機システムに対す
るメモリ再構成要求を解析し、前記実メモリ管理部で管理される情報によって把握される
現在のメモリ構成と比較して、個々の仮想計算機に対するメモリ構成変更要求を生成する
ステップと、
　ｆ）前記仮想計算機が、自仮想計算機に対するメモリ構成変更要求を制御するステップ
とを含むことを特徴とする請求項１３ないし１９の何れか１項に記載の仮想計算機システ
ムにおけるメモリ管理方法。
【請求項２１】
　仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記実メモリ管理部を参照して、
管理権が付与されていないメモリ領域の中から選択することを特徴とする請求項１３ない
し２０の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法。
【請求項２２】
　仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記実メモリ管理部を参照して、
管理権および利用権が付与されていないメモリ領域の中から選択することを特徴とする請
求項１３ないし２０の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法。
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【請求項２３】
　仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記実メモリ管理部を参照して、
利用権が付与されていないメモリ領域から優先的に選択することを特徴とする請求項１３
ないし２０の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法。
【請求項２４】
　前記仮想計算機は、自仮想計算機のメモリに関する情報を管理するメモリ管理手段と、
実計算機のメモリとの対応付けが必要なメモリアクセスに関して利用権の有無を前記メモ
リアクセス監視部へ問い合わせるメモリアクセス制御手段と、メモリ削減要求に応じて解
放に適するメモリ領域を決定し、該決定したメモリ領域を前記メモリ解放宣言部に通知す
るメモリ解放領域探索手段と、前記メモリ解放制御手段からの要求に従って解放するメモ
リ領域に関するメモリ情報を前記メモリ管理手段から削除するメモリ解放手段と、拡張す
るメモリ領域の取得を前記メモリ拡張制御手段に対して要求し、取得したメモリ領域に関
するメモリ情報を前記メモリ管理手段に追加するメモリ拡張手段とを備えることを特徴と
する請求項１３ないし２３の何れか１項に記載の仮想計算機システムにおけるメモリ管理
方法。
【請求項２５】
　実計算機上に複数の仮想計算機を実現し、各仮想計算機のメモリに実計算機のメモリの
一部を割り当てる仮想計算機システムであって、実計算機の所定サイズのメモリ領域毎に
、そのメモリ領域の管理権を持つ仮想計算機とそのメモリ領域の利用権を持つ仮想計算機
とを管理する実メモリ管理部を備えた仮想計算機システムにおける前記複数の仮想計算機
を制御する仮想計算機制御部を構成するコンピュータを、
　メモリ領域の管理権を持つ仮想計算機から当該メモリ領域の管理権を剥奪するメモリ解
放宣言手段と、仮想計算機に対してメモリ領域の管理権を付与した時点で当該メモリ領域
の増加処理の完了を仮想計算機に通知するメモリ拡張制御手段と、メモリ領域の利用権を
持つ仮想計算機からメモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪するメモリ解放制御手段
と、メモリ領域へのアクセスを利用権を持つ仮想計算機に制限する手段であって、利用権
を持たないが管理権を持つ仮想計算機からのメモリ領域に対するメモリアクセス時、その
メモリ領域の利用権を持つ他の仮想計算機が存在していれば、前記メモリ解放制御手段に
よって当該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に
、要求元の仮想計算機に利用権を付与するメモリアクセス監視手段として機能させるため
のプログラム。
【請求項２６】
　前記メモリ解放宣言手段は、管理権を剥奪したメモリ領域の利用権が管理権を剥奪した
仮想計算機以外の他の仮想計算機に付与されている場合、前記メモリ解放制御手段によっ
て、管理権を剥奪した仮想計算機から当該メモリ領域を解放させることを特徴とする請求
項２５記載のプログラム。
【請求項２７】
　前記メモリ解放宣言手段は、管理権を剥奪したメモリ領域の利用権が管理権を剥奪した
仮想計算機以外の他の仮想計算機に付与されている場合、前記メモリ解放制御手段によっ
て当該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に、管
理権を剥奪した仮想計算機に利用権を付与することを特徴とする請求項２５記載のプログ
ラム。
【請求項２８】
　前記メモリアクセス監視手段は、管理権を持たず利用権を持つ仮想計算機のメモリ領域
に対するメモリアクセスの統計値が利用権を剥奪する条件を満たした場合に、前記メモリ
解放制御手段によって当該仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥
奪することを特徴とする請求項２５ないし２７の何れか１項に記載のプログラム。
【請求項２９】
　前記メモリアクセス監視手段は、前記条件を満たすか否かの判定を仮想計算機からメモ
リ領域に対するメモリアクセス毎に行い、前記条件を満たしたことによってメモリ領域の
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解放を行った場合には、ページアウト／スワップアウトされた領域へのアクセスに変更す
るためにメモリ再アクセス要求を起こさせる結果を生成することを特徴とする請求項２８
記載のプログラム。
【請求項３０】
　前記コンピュータをさらに、仮想計算機システムに対するメモリ再構成要求を解析し、
前記実メモリ管理部で管理される情報によって把握される現在のメモリ構成と比較して、
個々の仮想計算機に対するメモリ構成変更要求を生成して、前記仮想計算機に出力するメ
モリ再構成要求解析手段として機能させることを特徴とする請求項２５ないし２９の何れ
か１項に記載のプログラム。
【請求項３１】
　前記メモリ拡張制御手段は、仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記
実メモリ管理部を参照して、管理権が付与されていないメモリ領域の中から選択すること
を特徴とする請求項２５ないし３０の何れか１項に記載のプログラム。
【請求項３２】
　前記メモリ拡張制御手段は、仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記
実メモリ管理部を参照して、管理権および利用権が付与されていないメモリ領域の中から
選択することを特徴とする請求項２５ないし３０の何れか１項に記載のプログラム。
【請求項３３】
　前記メモリ拡張制御手段は、仮想計算機に対して管理権を付与するメモリ領域を、前記
実メモリ管理部を参照して、利用権が付与されていないメモリ領域から優先的に選択する
ことを特徴とする請求項２５ないし３０の何れか１項に記載のプログラム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、1台の計算機上で複数のOSを同時に動作させる仮想計算機システムにおける
メモリ管理方式に関し、特に、仮想計算機に割り当てるメモリを動的に変更可能なメモリ
管理方式に関する。
【背景技術】
【０００２】
　1台の計算機上で複数のオペレーティングシステム(OS)を動作させる仮想計算機技術が
知られている。
【０００３】
　仮想計算機技術は、CPU、メモリ、ストレージ、ネットワークなど様々な計算機資源の
利用を時間や資源の区切りで分割し、分割された資源利用区画を元に、複数の仮想的な計
算機環境（VM）を構築し、複数のOSを動作させる。
【０００４】
　仮想計算機に対して利用期間の割当などを制御し、それぞれの仮想的な計算機資源への
要求と実際の物理資源への処理との対応付けなどを行って、全体の仮想計算機環境を制御
している処理部を仮想計算機モニタ(VMM)やハイパバイザ(Hypervisor)などと呼ぶ。
【０００５】
　VMは、一般に、VMMにより実現された仮想計算機空間のことを指す。
【０００６】
　実際に仮想的な計算機環境を実現するために制御しているのはVMMである。
【０００７】
　VMMのうち、個々の仮想的なハードウェアアーキテクチャをエミュレーションする部分
をVMと呼ぶこともある。
【０００８】
　またVMは、機能がOSと密接に関わりを持つ場合もある。
【０００９】
　例えば、後述において、本件の主題となるメモリ再構成処理において、メモリを増減さ
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せるという処理は、VM単体のメモリエミュレーションの管理部分を修正するという機能と
OSのHot Add、Hot RemoveなどのOSメモリ管理における増減機能を組み合わせる方法と、X
enでのballoon機能などのようにOSと結びつけてOSと一体化した機能として実現される方
法などが存在する。
【００１０】
　本件では、これらを踏まえ、OSとVMに含まれる機能を明確に分類せず、特に明記しない
場合は、OSの機能として記載することにする。
【００１１】
　ただし、前述のように必要に応じてVMとして機能を提供することが可能である。
【００１２】
　メモリ管理における仮想計算機技術による仮想化の例を図1に示す。
【００１３】
　VMMは、実装された物理メモリ全体を把握し、管理する。
【００１４】
　この物理メモリのアドレス空間を実メモリ空間と呼ぶこととする。
【００１５】
　VMMは、実メモリ空間を分割し、各OSへ割当てる。
【００１６】
　OSに割当てられたメモリ空間は、OSからしてみると一連の実メモリ空間を認識している
ときと同様に動作する。
【００１７】
　すなわち、OSは、メモリ空間が0番地から割当てられているように認識する。
【００１８】
　VMMにより分割され、OSから見える物理アドレス空間をマシンアドレス空間と呼ぶこと
とする。
【００１９】
　さらに、OSはプログラム(AP)ごとにアドレス空間を変換して提供している。これをプロ
セス空間と呼ぶこととする。
【００２０】
　すなわち、VMMが実メモリ空間とマシンメモリ空間の変換テーブルを管理し、複数のマ
シンメモリ空間を作成できるため、複数のOSのメモリ空間が実現できる。
【００２１】
　仮想計算機技術と同様の技術は、物理的な装置単位に計算資源を予め区画分割する物理
パーティション、物理パーティションの概念を論理的な計算資源に適用した論理パーティ
ション技術としても知られている。
【００２２】
　パーティション技術により、分けられた計算機環境を論理区画と呼び、論理区画を作成
するための制御部をハイパバイザと呼ぶ。
【００２３】
　これらの技術も仮想的な計算機環境を複数作成する技術であり、仮想計算機技術として
同一視することができる。
【００２４】
　以後、VMと区画、VMMとハイパバイザをそれぞれ同一視し、主に、VMとVMMとして説明す
る。
【００２５】
　ただし、従来技術の紹介においては、引用参考文献で利用している例・用語を用いて説
明する。
【００２６】
　前記仮想計算機環境では、時間や区画に対して配分や割当を変更するだけで仮想計算機
環境を変更できるという利点を活かして、計算機資源を有効活用することが行われる。
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【００２７】
　すなわち、OS上で動作しているアプリケーションの要求に合わせて動的に仮想計算機資
源の配分や区画を変更し、仮想計算機環境を動的に再構成するということが行われる。
【００２８】
　本発明は、この仮想計算機環境の動的な再構成において、メモリ資源の再構成処理に関
する。
【００２９】
　仮想計算機環境において、メモリ資源の動的な再構成は、通常、次の手順で行われる。
【００３０】
　割当てられているメモリ容量を削減するOSにおいて、データの一貫性を保つために、削
減するメモリ領域における使用中メモリ領域を外部記憶装置へスワップアウト／ページア
ウトにより退避させて、削減するメモリ領域全体を未使用状態に移行させる。
【００３１】
　メモリの未使用状態への移行後、メモリ領域をOS内部の管理から除外するというメモリ
解放処理が行われ、正式にVMM上の管理からメモリ領域の使用状態が未使用状態へ変更さ
れる。
【００３２】
　割当てられているメモリ容量を削減するOSにおけるメモリ解放後、割当てられているメ
モリ容量を増加させるOSにおいて、VMMから未使用状態のメモリ領域を必要な容量だけ確
保し、確保したメモリ領域をOS内部の管理に追加させるというメモリ拡張処理が行われる
。
【００３３】
　また、仮想計算機として割当てるためのメモリ空間に連続性を必要とするメモリ管理手
法では、メモリ容量を増加させる前に、増加させるOSのメモリの使用領域と追加領域を連
続させるために、メモリの移動処理が行われる。
【００３４】
　メモリの移動処理は、メモリアドレスの連続性を必要とするメモリ管理手法に特化して
付随するものであり、メモリ再構成の補助的要素となるので、本件では省略することとす
る。
【００３５】
　メモリ再構成の１手段が、特許文献１に記載されている。
【００３６】
　特許文献１では、VMと記載されているため、OSでなくVMと記載して説明する。
【００３７】
　特許文献１によると、動的メモリ再構成処理におけるメモリ内の各VM領域の移り変わり
は、図2に示されるようになる。
【００３８】
　ここでは、VM1にアドレス0から2GB、VM2に2GBから1GBのメモリ領域が割当てられている
ときに、VM1を1GBに削減し、VM2を2GBに増加させる場合を例に説明する。
【００３９】
　特許文献1によると、メモリ構成の変更要求は、VMMに設定され、VMMから各VMへ対応し
た変更要求を発行する。
【００４０】
　図2の例では、VMMが全体の構成変更要求イベントを受取ると、まずVM1において2GBから
1GBへ削減する要求が発行される。
【００４１】
　VM1は、前記削減要求に従い、自分が管理しているメモリ領域をアドレス値の高いメモ
リ（高位アドレス）空間から、削除要求で要求されているメモリ容量分だけ、管理から排
除、すなわち、未接続状態に変更する。
【００４２】
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　このとき、当該メモリ領域が使用中である場合、スワップアウト／ページアウトにより
メモリ内容を外部記憶装置などへ退避させる必要がある。
【００４３】
　前記の動作により、当該メモリ領域はVMから使用されない未使用状態になり、図2(a)の
初期状態から図2(b)の状態と変更される。
【００４４】
　次に、VMMは、VM2の高位アドレス側に未使用領域が存在しないため、VM2のメモリ領域
を1GBからの未使用領域に移動した後、VM2に2GBから1GB分のメモリ領域の増加を要求する
。ここで、メモリ移動を要したのは、例えば、実メモリ空間とマシンアドレス空間の対応
付けが１つのレジスタの加減算でのみで計算されるような、メモリ空間の連続性が必要と
なるメモリ管理機構を用いているためである。
【００４５】
　VM2は、前記増加要求に従い、自分が管理しているメモリ領域の高位アドレスに1GBのメ
モリ空間を接続状態に変更し拡張する。
【００４６】
　最後に、VMMは、それぞれのVMをCPUにディスパッチすることで、メモリ構成変更が終了
し、図2(c)の状態となる。
【００４７】
　このとき、スワップアウト／ページアウトのような外部記憶への退避処理は、通常プロ
グラムと比べて、一般的に、高負荷、かつ、時間を要する処理である。
【００４８】
　そのため、メモリ領域解放処理はこの退避処理に依存して遅延し、その結果、メモリ再
構成処理に時間を要するという問題がある。
【００４９】
　この問題を解決する一手段が、特許文献2に開示されている。
【００５０】
　図3に特許文献2の構成図を示す。
【００５１】
　特許文献2は、論理パーティショニング技術であり、上記のVMの機能に相当する機能（
アドレス管理機能）はOSの機能として提供されている。
【００５２】
　特許文献2の説明は、OSと記載して説明する。
【００５３】
　特許文献2によると、資源一時切り離し制御部114により、あるOSからメモリ領域の切り
離しが宣言されると、メモリ領域を直接ユーザが使用できない一時使用可能領域に変更す
る。一時使用可能領域とは、予約された特殊な領域であり、通常、OSにメモリ割当てがで
きない。これに対して、OSにメモリ割当が可能で、活用できる通常の領域をユーザ使用可
能領域という。一時使用可能領域を、データを完全に解放するまで使用中状態であり、新
規割り当て不可であるが、割当て領域数に数えない領域として用いている。また、資源切
り離し制御部115により、OS内部のメモリ管理情報から削除されたときに真にメモリ領域
の解放を行いハイパバイザから情報が未使用状態に変更される。資源接続制御部116によ
り、切り離し宣言され、実際に切り離し中であるメモリ領域を含め、空きメモリ領域を別
のOSへ割り当てることが可能になる。
【００５４】
　一時使用可能領域を設け、ユーザ使用可能領域と分けて管理し、ユーザ使用可能領域に
おいて領域解放時に一時使用可能領域の未使用領域と切り替えて割当を制御できる機構を
導入することにより、スワップアウト／ページアウトなど切り離しに要する時間を無視し
て、別のOSへメモリ資源を割り当てることを可能とし、メモリ再構成の速度を向上させる
ことが可能となる。
【００５５】
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　また、スワップアウト／ページアウトなどの処理は、切り離しているOSのシステムから
は参照可能状態にあるため、負荷を下げながら他に負荷影響を与えないように実行するこ
とが可能になる。
【００５６】
　図4に特許文献2の計算機資源動的割り当て変更処理の流れをシーケンス図で示す。
【００５７】
　特許文献2によると、メモリ構成の変更要求は、コマンドという形で、各OSへ発行され
る。
【００５８】
　論理区画１上でのメモリ削減要求のコマンドが投入されると(201)、論理区画1からハイ
パバイザへメモリ領域の切り離し開始通知が通知される(202)。
【００５９】
　ハイパバイザは、当該メモリ領域を一時使用可能領域として扱うように管理情報を変更
する(203)。
【００６０】
　このとき、当該メモリ領域分が一時使用可能領域になった分だけ、一時使用可能領域か
らユーザ使用可能領域に未使用領域が移されることになる。
【００６１】
　ハイパバイザは、論理区画1へメモリ領域の切り離しを受け付けたことを応答し(204)、
論理区画1は、コマンド受付結果をオペレータに表示する(205)。
【００６２】
　次に、論理区画2にて、メモリ増加要求のコマンドが投入されると(206)、論理区画2か
らハイパバイザへメモリ領域の接続要求が通知される(207)。
【００６３】
　ハイパバイザは、ユーザ使用可能領域の未接続状態にある領域から必要分を確保し、管
理情報を接続状態、すなわち、増加させるOSの利用状態へ変更する（208）。
【００６４】
　ハイパバイザは、論理区画2へメモリ領域の接続が完了したことを応答し(209)、論理区
画2は、コマンド完了結果をオペレータに表示する(210)。
【００６５】
　論理区画2のメモリ増加の間、平行して、論理区画1はページアウト処理を実行すること
できる。また、このとき、ページアウト処理の速度を規制することで、負荷の上昇も抑え
ることが可能になる。
【００６６】
　論理区画1でページアウト処理により解放メモリ領域のデータ退避が完了したとき、論
理区画1はメモリ領域の切り離し要求をハイパバイザへ通知する(211)。
【００６７】
　ハイパバイザは、管理情報の当該メモリ領域を使用状態から未使用状態へ変更し、管理
情報を初期化し(212)、切り離しが完了したことを論理区画1へ通知する(213)。
【００６８】
　論理区画１は、メモリ削減要求のコマンドが完了したことをオペレータへ表示する。
【００６９】
　以上の流れにより、解放中のメモリ領域を使用領域と切り離して制御することができ、
メモリ再構成時の速度を向上させることができる。
【００７０】
【特許文献１】特開平6-110715号公報
【特許文献２】特開2005-148875号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００７１】
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　特許文献2に示されるメモリ動的変更方法には以下の問題がある。
【００７２】
　動的なメモリ再構成処理の処理時間短縮が図れるものの、メモリ変更量に相当する一時
使用可能領域を必要とするため、メモリ領域の常時活用がユーザ使用可能領域分に制限さ
れてしまうことがある。
【００７３】
　一時使用可能領域分は、活用したい要求があっても使用することができない。そのため
、メモリ再構成要求が頻繁に起きない場合、発生するメモリ再構成要求のために、ほとん
どの時間、一時使用可能領域分を未使用状態として待機させておくことになり有効的に活
用されない。
【００７４】
　また、1回のメモリ変更量に相当する一時使用可能領域がないと特許文献2の手法は有効
に機能しない。
【００７５】
　例えば、一時使用可能領域が512MB分確保してあり、他の領域はユーザ使用可能領域と
して利用している状態で1GBのメモリ容量変更を使用とした場合、メモリ未使用領域容量
が足りないため、増加側の論理区画はコマンド失敗になる。
【００７６】
　増加要求が成功するためには、削減側の論理区画で512MB分の解放完了を待つ必要があ
るが、メモリの解放は削減側のOSの負荷に応じて自由に作業速度を決定できるため、いつ
終わるか明示的でない。
【００７７】
　また、一度に512MB分のメモリ解放処理を実行したとしても、メモリ領域解放処理はこ
の退避処理に依存して遅延し、その結果、メモリ再構成処理に時間を要するという問題を
復元させる。
【００７８】
　このように、一時使用可能領域の容量設定がメモリ変更時の動作に大きな影響を持つよ
うになる。
【００７９】
［発明の目的］
　本発明の目的は、仮想計算機に対するメモリの動的割付処理において、メモリ領域を有
効活用しつつ、メモリ再構成処理に要する時間を短縮することにある。
【課題を解決するための手段】
【００８０】
　本発明の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方式は、実計算機上に複数の仮想計算
機を実現し、各仮想計算機のメモリに実計算機のメモリの一部を割り当てる仮想計算機シ
ステムにおけるメモリ管理方式において、前記複数の仮想計算機を制御する仮想計算機制
御部に実メモリ管理部と実メモリ構成制御部とを備え、前記実メモリ管理部は、実計算機
の所定サイズのメモリ領域毎に、そのメモリ領域の管理権を持つ仮想計算機とそのメモリ
領域の利用権を持つ仮想計算機とを管理するものであり、前記実メモリ構成制御部は、メ
モリ領域の管理権を持つ仮想計算機から当該メモリ領域の管理権を剥奪するメモリ解放宣
言手段と、仮想計算機に対してメモリ領域の管理権を付与した時点で当該メモリ領域の増
加処理の完了を仮想計算機に通知するメモリ拡張制御手段と、メモリ領域の利用権を持つ
仮想計算機からメモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪するメモリ解放制御手段と、
メモリ領域へのアクセスを利用権を持つ仮想計算機に制限する手段であって、利用権を持
たないが管理権を持つ仮想計算機からのメモリ領域に対するメモリアクセス時、そのメモ
リ領域の利用権を持つ他の仮想計算機が存在していれば、前記メモリ解放制御手段によっ
て当該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に、要
求元の仮想計算機に利用権を付与するメモリアクセス監視手段とを有する。
【００８１】
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　本発明の仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法は、実計算機上に複数の仮想計算
機を実現し、各仮想計算機のメモリに実計算機のメモリの一部を割り当てる仮想計算機シ
ステムであって、実計算機の所定サイズのメモリ領域毎に、そのメモリ領域の管理権を持
つ仮想計算機とそのメモリ領域の利用権を持つ仮想計算機とを管理する実メモリ管理部を
有する仮想計算機システムにおけるメモリ管理方法であって、ａ）メモリ領域の管理権を
持つ仮想計算機からメモリ領域の管理権を剥奪するステップと、ｂ）仮想計算機から管理
権を剥奪したメモリ領域の管理権を別の仮想計算機に付与し、メモリ領域の増加処理の完
了を当該別の仮想計算機に通知するステップと、ｃ）利用権を持たないが管理権を持つ仮
想計算機からのメモリ領域に対するメモリアクセス時、当該メモリ領域の利用権を持つ他
の仮想計算機が存在していれば、当該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると
共に利用権を剥奪した後に、要求元の仮想計算機に利用権を付与してメモリアクセスを許
可するステップとを含む。
【００８２】
　本発明のプログラムは、実計算機上に複数の仮想計算機を実現し、各仮想計算機のメモ
リに実計算機のメモリの一部を割り当てる仮想計算機システムであって、実計算機の所定
サイズのメモリ領域毎に、そのメモリ領域の管理権を持つ仮想計算機とそのメモリ領域の
利用権を持つ仮想計算機とを管理する実メモリ管理部を備えた仮想計算機システムにおけ
る前記複数の仮想計算機を制御する仮想計算機制御部を構成するコンピュータを、メモリ
領域の管理権を持つ仮想計算機から当該メモリ領域の管理権を剥奪するメモリ解放宣言手
段と、仮想計算機に対してメモリ領域の管理権を付与した時点で当該メモリ領域の増加処
理の完了を仮想計算機に通知するメモリ拡張制御手段と、メモリ領域の利用権を持つ仮想
計算機からメモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪するメモリ解放制御手段と、メモ
リ領域へのアクセスを利用権を持つ仮想計算機に制限する手段であって、利用権を持たな
いが管理権を持つ仮想計算機からのメモリ領域に対するメモリアクセス時、そのメモリ領
域の利用権を持つ他の仮想計算機が存在していれば、前記メモリ解放制御手段によって当
該他の仮想計算機から当該メモリ領域を解放させると共に利用権を剥奪した後に、要求元
の仮想計算機に利用権を付与するメモリアクセス監視手段として機能させる。
【発明の効果】
【００８３】
　本発明によれば、メモリ再構成処理に要する時間を短縮することができる。その理由は
、或る仮想計算機に割り当てられているメモリ領域を別の仮想計算機に割り当てる場合、
当該メモリ領域の管理権を移譲するだけでメモリ再構成処理が見かけ上完了し、メモリ解
放処理を必要とするメモリ領域の利用権の移譲は、管理権の移譲を受けた仮想計算機が当
該メモリ領域をアクセスした際に行われるためである。
【００８４】
　さらに、特許文献２におけるような予約された予備領域を必要としないため、全メモリ
領域を有効に活用することができる。
【００８５】
　さらに、メモリ解放処理に伴うページアウト／スワップアウト処理などのデータ退避処
理は、再構成するメモリ全体の容量と関係なく、ページなどの単位で実施されるため、メ
モリ再構成のための処理における負荷分散が行える。そのため、通常の業部プロセスへの
高負荷処理による影響も削減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００８６】
　本発明の実施の形態を詳細に説明するのに先立って、その概要を説明する。
【００８７】
　本発明は、実計算機のメモリ領域に対する仮想計算機の権限として、管理権と利用権と
いう２種類の権限を創設する。
【００８８】
　利用権はメモリ領域に対してアクセスすることができる権利であり、或るメモリ領域の
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利用権を持つ仮想計算機は、そのメモリ領域に対してアクセスすることが許される。但し
、当該メモリ領域の管理権を他の仮想計算機が持っている場合、当該他の仮想計算機が当
該メモリ領域に対してアクセスした時点で、利用権を手放さなければならない。これに対
して、管理権は利用権よりも強い権利であり、管理権を持つ仮想計算機は、何時でも利用
権を獲得してメモリ領域に対してアクセスすることができる。管理権を持つ仮想計算機が
利用権を獲得するために特別な手続きは不要であり、メモリ領域を単にアクセスするだけ
で良い。
【００８９】
　本発明は、メモリ領域に対する権限である管理権と利用権とをそれぞれ独立に移譲する
ことによって、メモリ領域の再割り当てを実現する。具体的には、或る仮想計算機Ａに割
り当てられているメモリ領域Ｘを、別の仮想計算機Ｂに割り当てる場合、メモリ領域Ｘの
管理権および利用権を一度に移譲するのではなく、まず管理権だけを移譲し、利用権は仮
想計算機Ｂが実際にメモリ領域Ｘをアクセスした時点で移譲する。利用権の移譲に際して
は、仮想計算機Ａがメモリ領域Ｘにデータを書き込んでいればページアウト／スワップ処
理が必要となって時間がかかるが、管理権だけの移譲に際してはそのような処理は不要で
ある。このため、管理権の移譲は高速に行える。そして、管理権を持つ仮想計算機は、何
時でも利用権を獲得してメモリ領域に対してアクセスすることができるので、実質的にメ
モリ領域の割り当てを受けた状態と同等である。これによって、メモリ再構成処理に要す
る時間を短縮することができる。
【００９０】
　仮想計算機Ｂがメモリ領域Ｘを最初にアクセスするまでの間、メモリ領域Ｘの利用権は
仮想計算機Ａが保有しているため、仮想計算機Ａはなおも継続してメモリ領域Ｘをアクセ
スすることが許される。ここで、メモリ領域Ｘの管理権を得た仮想計算機Ｂがメモリ領域
Ｘを一度もアクセスすることなくメモリ領域Ｘの管理権を別の仮想計算機Ｃに移譲した場
合、メモリ領域Ｘの利用権をどの仮想計算機に設定すべきかについて、以下の２通りの方
式が考えられる。
【００９１】
　第１の方式は、メモリ領域Ｘを現在使用している仮想計算機Ａに以後も利用権を残して
利用を継続させる方式である。この場合、管理権を放棄した仮想計算機Ｂからメモリ領域
Ｘへのアクセスが生じるのを防ぐために、仮想計算機Ｂの管理下からメモリ領域Ｘが解放
される。この方式は第１の実施の形態で採用している。
【００９２】
　第２の方式は、仮想計算機Ｂがメモリ領域Ｘの管理権を得たのはそれを利用するためで
あり、たまたまメモリ領域Ｘを一度もアクセスしなかったのは時間的な関係によるものと
考え、仮想計算機Ｃがメモリ領域Ｘをアクセスするまでの間、仮想計算機Ｂに利用の機会
を残しておく方式である。この場合、仮想計算機Ａの管理下からメモリ領域Ｘが解放され
ると共にその利用権が仮想計算機Ｂに移譲される。この方式については第２の実施の形態
で詳述する。
【００９３】
　ところで、第１および第２の方式の何れの方式を採用するにしても、管理権を持つ仮想
計算機Ｃからメモリ領域Ｘへのアクセスが行われるのを待って、利用権を管理権を持つ仮
想計算機Ｃに移譲する構成では、管理権を持つ仮想計算機Ｃがメモリ領域Ｘをアクセスし
た際にメモリ領域の解放処理が行われるためにオーバーヘッドが大きくなる。そこで、利
用権を持つ仮想計算機ＡやＢのメモリ領域Ｘに対するアクセスの統計値（例えば、管理権
を放棄してからのメモリアクセス時間など）を採取し、統計値が所定の条件を満たした場
合に、管理権を持つ仮想計算機Ｃからのメモリ領域Ｘへのアクセスを待たずに、仮想計算
機ＡやＢからメモリ領域Ｘを解放させると共にその利用権を剥奪しておく方法が考えられ
る。この方法については第３の実施の形態で詳述する。
【００９４】
　上述したように、メモリ領域Ｘに対して管理権を放棄しても利用権を保有している仮想
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計算機ＡまたはＢは、メモリ領域Ｘに対してアクセスを続けることができるが、利用権も
放棄した場合には、もはやメモリ領域Ｘに対してアクセスすることはできない。従って、
メモリ領域Ｘの管理権および利用権を放棄した時点で、仮想計算機ＡまたはＢにおけるメ
モリ領域Ｘに関するメモリ情報を更新するのが基本である。しかし、メモリ領域Ｘを放棄
した仮想計算機ＡまたはＢは、近い将来、その利用権も放棄しなければならないため、そ
れに備えて、一部のメモリ情報（例えばメモリ総容量）を、管理権を放棄した時点で更新
しておいても良い。また、読書可能であったメモリ領域Ｘを読込専用領域として設定する
といったようなメモリ利用形態の変更を、管理権の放棄時に行うようにしても良い。これ
らについては第４の実施の形態で説明する。
【００９５】
　メモリ構成の変更要求は、オペレータ等から各仮想計算機に個別に与えるようにしても
良いし、VMMなどの仮想計算機制御部を通じて各仮想計算機に与えるようにしても良い。
前者の方法は第１の実施の形態で、後者の方法は第５の実施の形態で、それぞれ説明する
。
【００９６】
　次に本発明の実施の形態について図面を参考にして詳細に説明する。
【００９７】
『第１の実施の形態』
　図5を参照すると、本発明の第１の実施の形態は、VMを構築し、複数のOSの動作を制御
するVMM1100と、構築されたVM上で各々動作するOS1200-i（i=1～n）とから構成される。
【００９８】
＜VMM1100＞
　VMM1100は、実メモリ空間とマシンアドレス空間との対応関係を制御する実メモリ管理
部1110と、VMのメモリ再構成を制御する実メモリ構成制御部1120とを含む。
【００９９】
＜実メモリ管理部1110＞
　実メモリ管理部1110は、メモリ領域に対するメモリ再構成処理後にメモリ領域を割当ら
れ優先権を持つOS（管理OS）を判別するための情報を管理する管理OS情報管理部1111と、
メモリ再構成前に利用しており解放処理完了前で、メモリ再構成要求受付後にまだメモリ
領域を利用できるOS(利用OS)を判別するための情報を管理する利用OS情報管理部1112とを
含む。
【０１００】
　今後、管理OSはメモリ領域に対して優先権をもつため「管理権を持つ」と言うことにす
る。管理権とは本来の保有者であるべきことを表し、必要に応じて利用しているOSへ解放
を要求できる立場にあることを示す。
【０１０１】
　また、利用OSはメモリ領域に対して利用することが可能なため「利用権を持つ」と言う
ことにする。利用権とは、メモリを実際に利用していることを表し、アクセスしたらデー
タを読込、保存できることを示す。
【０１０２】
　さらに、実メモリ管理部1110は、実メモリ空間とマシンアドレス空間の対応関係（図示
せず）を保有し、メモリアクセス時にアドレス変換を行う。
【０１０３】
　本発明においては、実メモリ管理部1110がメモリ管理の最小単位を決定する要素となる
。実メモリ管理部1110は、ページ単位、一定ページを１ブロックとしたブロック単位、モ
ジュール単位などの単位を最小単位としてメモリ管理を行う。
【０１０４】
　これら、メモリ空間の対応関係、管理OS情報、利用OS情報は、同時に同じ機構で記憶し
てもよい。
【０１０５】



(15) JP 2009-26117 A 2009.2.5

10

20

30

40

50

　例えば、後述する実計算機システムの実施例を示す図１９のように、メモリ領域の対応
関係、管理OS情報、利用OS情報をテーブル10により、一括して管理することができる。
【０１０６】
　メモリ空間の対応関係は、メモリの領域を示す識別子で表現できる。例えば、アドレス
値で表現することもできるし、特許文献2のようにモジュール番号で表現することもでき
る。
【０１０７】
　管理OS情報、利用OS情報は、OSを特定できる識別子で表現できる。例えば、マシン名、
NetBIOS名、ホスト名、UUID（Universally Unique IDentifier）、GUID（Globally Uniqu
e IDentifier）、IPアドレスやMACアドレス、VMMが管理しているOSのIDやOS名などが挙げ
られる。
【０１０８】
　このとき、未使用や未設定の表現法としては、情報に空情報（例えば、ヌル(null)）や
、OS管理情報として利用しないことを前提に特定の識別子(例えば、OSのIDとして0など)
を利用することができる。
【０１０９】
　メモリ空間の対応関係、利用OS情報、管理OS情報を管理する別の例としては、メモリ管
理構造体などにパラメータとして付随することができる。
【０１１０】
　今後、前者のテーブル管理の例を主体にして説明を続ける。
【０１１１】
＜実メモリ構成制御部1120＞
　実メモリ構成制御部1120は、メモリ削減要求時に解放メモリ領域における管理権を放棄
し一時接続状態を生成するメモリ解放宣言部1121と、真のメモリ解放として実メモリとの
接続関係を削除するメモリ解放制御部1122と、メモリ増加要求時に管理権を保有していな
いメモリ領域を先行してOSにメモリ割当を行うメモリ拡張制御部1123と、メモリ領域の利
用時に他の利用状況がないかを判断し、メモリ割当ての許可を判定するメモリアクセス監
視部1124とを含む。
【０１１２】
＜メモリ解放宣言部1121＞
　メモリ解放宣言部1121は、メモリ領域の管理権放棄を制御する。
【０１１３】
　具体的には、メモリ解放宣言部1121は、メモリ解放領域探索部1231-i(i=1～n)からメモ
リ削減により解放させる領域が渡されたなら、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報
を未使用状態へ変更させる。
【０１１４】
　解放させるメモリ領域を渡す方法、すなわち、解放領域を宣言する方法としては、メッ
セージパッシング、システムコール（VMMとの間ではハイパーコールなどと呼ぶ）、遠隔
関数呼び出し(RPC)などが挙げられる。
【０１１５】
　今後、その他の情報伝達方法としても同様の表記を用いることとする。
【０１１６】
＜メモリ解放制御部1122＞
　メモリ解放制御部1122は、メモリの利用権放棄を制御する。
【０１１７】
　具体的には、メモリ解放制御部1122は、メモリアクセス監視部1124からメモリ領域のメ
モリ解放が要求されたときに、メモリ解放部1232-i(i=1～n)へ当該メモリ領域のメモリ解
放処理を要求する。
【０１１８】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放部1232-i(i=1～n)から解放したメモリ領域を渡さ
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れたなら、利用OS情報管理部1112を介して利用OS情報を未使用状態へ変更させる。
【０１１９】
＜メモリ拡張制御部1123＞
　メモリ拡張制御部1123は、メモリ領域の管理権確保を制御する。
【０１２０】
　具体的には、メモリ拡張制御部1123は、メモリ拡張部1233-i(i=1～n)により、メモリ拡
張する領域の追加を要求されたなら、管理OS情報管理部1111を参照して、管理OS情報が未
使用状態であるメモリ領域を探索し、適切な領域を拡張メモリ領域として決定し、当該拡
張メモリ領域の管理OS情報を拡張OSの識別子に変更し、当該拡張メモリ領域を応答する。
【０１２１】
　拡張メモリ領域の選択基準として、例えば、連続未使用領域の容量を用いる方法がある
。例えば、連続未使用選択領域容量が大きい領域を優先して選択する方法、連続未使用領
域容量が要求メモリ容量とほぼ等しい領域を優先して選択する方法、連続未使用選択領域
容量が小さい領域を優先して選択する方法などある。
【０１２２】
　連続未使用選択領域容量が大きい領域を優先して選択する方法は、割当てる際の割当て
領域の数を減らすことが可能となる。
【０１２３】
　連続未使用領域容量が要求メモリ容量とほぼ等しい領域を優先して選択する方法は、割
当てる際の割当て領域の数を減らす一方、より大きな連続未使用領域を残すことで、さら
に後に起こるメモリ領域変更に同様の領域を割当てられる可能性を残すことができる。
【０１２４】
　連続未使用選択領域容量が小さい領域を優先して選択する方法は、連続未使用領域をで
きるだけ残すようにすることで、限られた範囲内でのメモリ利用を行うと同時に、後に起
こるメモリ領域変更や新規OSの割当てにおいて一度に割当てられる可能性を残すことがで
きる。
【０１２５】
　拡張メモリ領域の選択基準の別の例として、拡張OSの使用メモリ領域情報を用いる方法
がある。例えば、拡張OSの使用しているメモリ領域に近い領域、すなわち、拡張OSが使用
中のメモリ領域のすぐ側に続く高位アドレス領域を選択する方法である。
【０１２６】
　これは、単一OSにおけるメモリ領域の連続性を保つことが可能になる。
【０１２７】
　拡張メモリ領域の選択基準の別の例として、物理メモリモジュール構成情報を用いる方
法がある。例えば、できるだけ複数のメモリモジュールから領域を選択する方法や、でき
るだけ同じメモリモジュールに割当てる方法がある。
【０１２８】
　できるだけ複数のメモリモジュールから領域を選択する方法は、複数のメモリモジュー
ルと平行にアクセス可能にするため、メモリアクセス速度を向上させるような技術を用い
ることが可能になったり、RAID5技術のようにパリティ技術を用いることで、対故障性を
向上させることが可能になったりする。
【０１２９】
　できるだけ同じメモリモジュールに割当てる方法は、あるOSが割当てられるメモリをで
きるだけ最小にすることができ、そのメモリモジュールが壊れたときに、動作不良を起こ
すOSを最小限に食い止めることを可能にできる。
【０１３０】
　また、拡張メモリ領域の選択基準の別の例として、利用OS情報を用いる方法がある。利
用OS情報は、利用OS情報管理部1112を介して得ることができる。例えば、利用OSがいない
領域、すなわち、管理OS情報だけでなく利用OS情報においても未使用状態であるメモリ領
域を選択する方法がある。
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【０１３１】
　利用OS情報においても未使用状態であるメモリ領域を選択する方法は、利用OSがメモリ
領域を解放するタイミングを作るきっかけを減らすことになり、結果として、利用OSがメ
モリ領域を確保し続け有効利用することが可能になる。
【０１３２】
　また、前記選択基準、もしくは、前記選択方法を少なくとも２つ以上併用し、組み合わ
せることによって実現される選択基準、もしくは、選択方法を採用することもできる。
【０１３３】
　メモリ拡張制御部1123は、また、適切な領域を選択する際に、未使用領域が要求する拡
張メモリ領域に対して不足する場合、以下のような処置をとることができる。
【０１３４】
　未使用領域が不足する際の処置の例として、メモリ拡張制御部1123は要求を受け入れる
ことができないこととして、要求拒否として応答する。
【０１３５】
　未使用領域が不足する際の処置の例として、メモリ拡張制御部1123は要求をベストエフ
ォート的に処理することとして、確保できた領域分だけ割当て可能だと応答する。
【０１３６】
＜メモリアクセス監視部1124＞
　メモリアクセス監視部1124は、メモリアクセス権の監視を行い、メモリアクセスの可否
、および、メモリアクセスを可能にするためのメモリ構成変更指示、および、利用権確保
を制御する。
【０１３７】
　具体的には、メモリアクセス監視部1124は、メモリアクセス制御部1220-i(i=1～n)から
実メモリ対応付けが必要なメモリアクセスが発生し、アクセスメモリ領域を渡されたなら
、利用OS情報管理部1112を介して、当該アクセスメモリ領域の利用OS情報とメモリアクセ
スしてきたOS情報とを比較し、利用可能であるかどうか、すなわち、利用権を保有してい
るかを識別子が等しいかで判定する。
【０１３８】
　メモリ領域が利用可能であれば、メモリアクセス監視部1124は、当該メモリアクセス領
域の対応付けを行い、メモリアクセス制御部1220-i(i=1～n)へ応答する。
【０１３９】
　メモリ領域が利用可能でないならば、メモリアクセス監視部1124は、管理OS情報管理部
1111を介して、当該アクセスメモリ領域の管理OS情報とメモリアクセスしてきたOS情報と
を比較し、管理権を保有しているかどうか、すなわち、識別子が等しいかどうかを判定す
る。
【０１４０】
　メモリ領域の管理権を保有しているのならば、メモリアクセス監視部1124は、メモリ解
放制御部1122へ当該メモリアクセス領域のメモリ解放を要求し、メモリ解放を応答された
後、利用OS情報管理部1112を介して、当該アクセスメモリ領域の利用OS情報をアクセスOS
の識別子に変更し、当該メモリアクセス領域の対応付けを行い、メモリアクセス制御部12
20-i(i=1～n)へ応答する。
【０１４１】
　メモリ領域の管理権を保有していないのであれば、メモリアクセス制御部1220-i(i=1～
n)からのアクセス要求はアクセス権限がないOSからのアクセス要求であるため、メモリア
クセス監視部1124は、メモリアクセス制御部1220-i(i=1～n)へメモリアクセスエラーとし
て応答する。
【０１４２】
＜OS1200-i＞
　各OS1200-i(i=1～n)は、メモリ領域やその属性を制御するメモリ管理部1210-i(i=1～n)
と、実メモリとの対応付けを必要とするメモリアクセスを検知するメモリアクセス制御手
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段1220-i(i=1～n)と、メモリ削減対象のときに解放すべき候補を探索するメモリ解放領域
探索手段1231-i(i=1～n)と、メモリ解放を行うメモリ解放手段1232-i(i=1～n)と、メモリ
拡張を行うメモリ拡張手段1233-i(i=1～n)とから構成されている。
【０１４３】
＜メモリ管理部1210-i＞
　メモリ管理部1210-i(i=1～n)は、各OS内のメモリに関する情報を管理する。
【０１４４】
　メモリに関する情報としては、特性値や統計値などのメモリ全体の特性、統計を表現す
るメモリ内容情報と、ページの状態やそれらの情報を管理するための情報であるメモリ制
御情報とがある。
【０１４５】
　メモリ内容情報の例としては、総メモリ容量、未使用容量、バッファ容量、キャッシュ
容量、スワップキャッシュ容量、プログラムとして利用中である容量、キャッシュ上に保
存されており未使用状態である情報、拡張メモリ領域にあるメモリ容量、拡張メモリ領域
にある未使用メモリ容量、通常メモリ領域にあるメモリ容量、通常メモリ領域にある未使
用メモリ容量、情報の更新があるメモリ容量、スワップデバイスに書き出し中のメモリ容
量、ページテーブルからマップされているメモリ容量、スラブアロケータとして利用中の
メモリ容量、ページテーブルとして利用中のメモリ容量、プログラムが割当てられている
メモリ容量などが挙げられる。
【０１４６】
　メモリ制御情報の例としては、ページの状態を表すためのフラグ、ページの参照カウン
ト、未使用ページのリスト、使用中ページのリスト、過去使用しており再利用可能なペー
ジのリスト、ページ領域の特性などが挙げられる。
【０１４７】
　ここで、ページの状態を表すためのフラグとは、例えば、ロックされているかどうか、
データ転送中にエラーが発生したか、ページが参照されたか、読込完了したか、更新され
たか、ＬＲＵリストにつながっているか、スラブで利用されているか、リザーブされてい
るか、スワップキャッシュとして利用されているかなどの情報を表すために使用される。
【０１４８】
　また、ページ領域の特性とは、通常使用の領域か、ＤＭＡ転送などのために利用する領
域か拡張メモリ領域であるかなどを表現している。
【０１４９】
　メモリ内容情報とメモリ制御情報を併せて、メモリ情報と呼ぶ。
【０１５０】
＜メモリアクセス制御部1220-i＞
　メモリアクセス制御部1220-i(i=1～n)は、OSのメモリアクセスを制御する。
【０１５１】
　本発明において、メモリアクセス制御部1220-i(i=1～n)は、少なくとも、実メモリとの
対応付けが必要なアクセスを検知する機能を持つ。
【０１５２】
　例えば、プログラム記憶域やそのデータ入出力のためのキャッシュ確保のためや、メモ
リ領域への初回の入出力など、マシンアドレス空間を通して実メモリ空間への変換を必要
とするメモリアクセスを検知することができる。
【０１５３】
　メモリアクセス制御部1220-i(i=1～n)は、実メモリとの対応付けが必要になったときに
、メモリアクセス監視部1124へメモリの利用権があるかを問い合わせる。
【０１５４】
＜メモリ構成変更要求制御部1230-i＞
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、メモリ構成変更の要求を入力された場合
、メモリ構成変更がメモリを削減する要求の場合はメモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)
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へ、メモリ構成変更がメモリを増加させる要求の場合は、メモリ拡張部1243-i(i=1～n)へ
、各要求を発行する。
【０１５５】
　メモリ構成変更要求を入力する元は、例えば、オペレータであったり、資源配分を制御
する資源管理システムであったり、OS内部に取り込ませ、OS内の資源使用状況により構成
変更を指示する資源監視エージェントプログラムであったりする。
【０１５６】
　今後、説明の便宜上、オペレータからの入力を前提に説明を続けることにするが、要求
入力元はオペレータとは限らない場合もあることは明白である。
【０１５７】
　また、オペレータなどがOSからコマンドを入力する際、メモリ削減用のコマンドとメモ
リ増加用のコマンドやシステムコールを明示的に分けることもできるが、これはコマンド
解釈部やシステムコール管理プログラムなどにより、コマンドやシステムコールが判定さ
れ、識別されていると捉えることができるので、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～
n)相当の機能であると捉えることができる。
【０１５８】
　ここで、メモリ構成変更要求の表現としては、マシンアドレス空間の範囲を指定する方
法がある。
【０１５９】
　例えば、「1～2ギガバイト(GB)の領域を削減する」などである。
【０１６０】
　メモリ構成変更要求の別の表現としては、メモリの増減量で指定する方法がある。
【０１６１】
　例えば、「1GBの容量を削減する」などである。
【０１６２】
＜メモリ解放領域探索部1241-i＞
　メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は、メモリ削減要求時に、解放に適するメモリ領
域を決定する。
【０１６３】
　具体的には、メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求制御部1230
-i(i=1～n)からメモリ解放領域の探索を要求された場合、メモリ管理部1210-i(i=1～n)の
メモリ制御情報を参照して、メモリ解放に適した領域を選択する。
【０１６４】
　解放メモリ領域の選定方法として、例えば、メモリ領域のアドレス位置を利用すること
ができる。例えば、高位アドレスを優先して解放メモリ領域を選択することができる。ま
た、前記マシンアドレス空間の範囲を指定された場合は、この方法で探索する必要がある
。
【０１６５】
　別の解放メモリ領域の選定方法として、メモリの使用状態を利用することができる。例
えば、未使用ページを優先して選択することができる。また、別の例として、キャッシュ
領域として利用しているページを優先して選択することができる。
【０１６６】
　また、もう1つの解放メモリ領域の選定方法として、メモリアクセス情報を利用するこ
とができる。例えば、使用された時刻が最も過去であるページを優先することができる。
また、アプリケーションの動作が決まっており、将来のページアクセスパターンが予測で
きる環境では、アクセス開始までの時刻が最も長いページを優先することができる。
【０１６７】
　メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は、解放メモリ領域を決定したなら、メモリ解放
宣言部1121に当該解放メモリ領域の解放宣言を伝え、管理権を放棄する。
【０１６８】
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　ただし、OS内部としては当該メモリ領域を解放していないため、OSの管理からは外れて
いないことに注意してもらいたい。
【０１６９】
＜メモリ解放部1242-i(i=1～n)＞
　メモリ解放部1242-i(i=1～n)は、OSからメモリ領域に関するメモリ情報を削除し、メモ
リの解放を行う。
【０１７０】
　具体的には、メモリ解放制御部1122から解放メモリ領域が渡され、解放命令を受取った
なら、メモリ管理部1210-i(i=1～n)から当該解放メモリ領域に関するメモリ情報を削除す
る。
【０１７１】
　ここで、メモリ情報を削除するとは、メモリ内容情報から当該解放メモリ領域に対する
情報分を差分して変更することと、メモリ制御情報から当該解放メモリ領域に対応する情
報を削除することをいう。
【０１７２】
　本処理にて、OS内部の情報からメモリに関する情報が無くなるために、OSの管理からは
外れることになる。
【０１７３】
＜メモリ拡張部1243-i＞
　メモリ拡張部1243-i(i=1～n)は、メモリの増加処理を行う。
【０１７４】
　具体的には、メモリ拡張部1243-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～
n)からメモリ領域の拡張を要求された場合、メモリ拡張制御部1123へ拡張するメモリ領域
の取得を要求する。拡張するメモリ領域が返答されたなら、当該拡張メモリ領域に対する
メモリ情報をメモリ管理部1210-i(i=1～n)へ追加する。
【０１７５】
　ここで、メモリ領域に対するメモリ情報を追加するとは、メモリ内容情報から当該拡張
メモリ領域に対する情報分を増分して変更することと、メモリ制御情報へ当該拡張メモリ
領域に対応する情報を生成し、追加させることをいう。
【０１７６】
＜第１の実施の形態の動作＞
　次に、本実施の形態の動作について、図5の構成図、および、図6乃至図9のフローチャ
ート図を参照して説明する。
【０１７７】
＜メモリ構成変更要求応答処理＞
　まず、図5の構成図、および、図6のフローチャートを参照して、メモリ構成変更要求応
答処理の詳細な動作を説明する。
【０１７８】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)が、オペレータからメモリ構成変更要求を受
信したら、メモリ構成変更要求応答処理が開始する。
【０１７９】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、オペレータからメモリ構成変更要求を受
信した場合、当該メモリ構成変更要求がメモリ削減要求かメモリ増加要求かを判定する(
ステップS101)。
【０１８０】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求がメモリ削減要求の
場合、当該メモリ削減要求をメモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)へ発行する。メモリ解
放領域探索部1241-i(i=1～n)はメモリ管理部1210-i(i=1～n)を参照して、削減要求に適し
た容量分の解放に適するメモリ領域を選択する(ステップS102)。
【０１８１】
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　メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は、選択した解放対象のメモリ領域の管理権放棄
をメモリ解放宣言部1121へ要求する(ステップS103)。
【０１８２】
　メモリ解放宣言部1121は、利用OS選択処理に入り、当該解放メモリ領域の利用OSを決定
する。これは、後で詳細に記載する(ステップS104)。
【０１８３】
　メモリ解放宣言部1121は、管理OS情報管理部1111を介して、当該解放メモリ領域の管理
権を未使用状態に変更する(ステップS105)。
【０１８４】
　メモリ解放宣言部1121は管理権放棄の結果をメモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)へ応
答し、メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は削減要求に対して結果をメモリ構成変更要
求制御部1230-i(i=1～n)へ応答し、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)はオペレー
タへ削減要求の結果を応答する(ステップS106)。
【０１８５】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求がメモリ増加要求の
場合、当該メモリ増加要求をメモリ拡張部1243-i(i=1～n)へ発行する。メモリ拡張部1243
-i(i=1～n)は増加要求を満たす容量のメモリ領域確保をメモリ拡張制御部1123へ要求する
(ステップS107)。
【０１８６】
　メモリ拡張制御部1123は、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報を参照し、必要で
あれば、利用OS情報管理部1112を介して利用OS情報を参照し、確保要求に適したメモリ領
域を選択する(ステップS108)。
【０１８７】
　メモリ拡張制御部1123は、選択した追加メモリ領域に対して、管理OS情報管理部1111を
介して管理OSを要求元OSとして登録する(ステップS109)。
【０１８８】
　メモリ拡張制御部1123は、当該追加メモリ領域を確保したことをメモリ拡張部1243-i(i
=1～n)へ応答する。メモリ拡張部1243-i(i=1～n)は、当該追加メモリ領域に対するメモリ
情報をメモリ管理部1210-i(i=1～n)に登録し、メモリの拡張を行う(ステップS110)。
【０１８９】
　メモリ拡張部1243-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)へメモリ拡
張の結果を応答し、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)はオペレータへ増加要求の
結果を応答する(ステップS111)。
【０１９０】
　これら一連の処理により、メモリ構成変更要求応答処理が行われる。
【０１９１】
＜利用OS選択処理＞
　図5の構成図、および、図7のフローチャートを参照して、ステップS104の利用OS選択処
理の詳細な動作を説明する。
【０１９２】
　メモリ解放宣言部1121は、前記解放メモリ領域に対して、利用OS情報管理部1111を介し
て、利用OS情報を参照して、利用OSが異なるメモリ領域へ領域分割する(ステップS201)。
【０１９３】
　メモリ解放宣言部1121は、前記分割されたメモリ領域に対して、ステップS203から始ま
る利用OS情報判定が終了していない分割されたメモリ領域がないかをチェックする(ステ
ップS202)。
【０１９４】
　ステップS202にて未判定メモリ領域が存在した場合、当該メモリ領域に対して、メモリ
解放宣言手段1121は解放要求元のOSの識別子と利用OS情報を比較し、解放要求元が利用OS
であるかどうかを判定する(ステップS203)。
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【０１９５】
　ステップS203において、解放要求元が利用OSと判定した場合は、既に利用OSとして接続
し、利用を継続している状態であるため、当該メモリ領域の利用OS選択は完了する。
【０１９６】
　ステップS203において、解放要求元が利用OSでないと判定した場合は、メモリ解放宣言
手段1121は、今後、解放を要求しているOSから当該メモリ領域へのメモリアクセスを発生
させないために、メモリ解放制御部1122へ前記解放を要求しているOSに対して当該メモリ
領域の解放を要求する(ステップS204)。
【０１９７】
　ステップS204においては、メモリ解放制御部1122を起点にメモリ解放処理がなされる。
ここで、解放要求元は当該メモリ領域を一度も利用していないため、メモリ解放処理にお
いてページアウト／スワップ処理は行われない。
【０１９８】
　ステップS204において、メモリ解放の応答が返答されれば、利用OS情報判定は完了する
。
【０１９９】
　ステップS202において、利用OS情報判定が前記分割した全メモリ領域に対して完了した
なら、利用OS選択処理が完了する。
【０２００】
　これら一連の処理により、利用OS選択処理が行われる。
【０２０１】
＜メモリ解放処理＞
　図5の構成図、および、図8のフローチャートを参照して、メモリ解放処理の詳細な動作
を説明する。
【０２０２】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放を要求された場合、要求されているメモリ解放領
域を要求されているOSのメモリ解放部1242-i(i=1～n)へ、OSのメモリ管理から解放するよ
うに要求する（ステップS301）。
【０２０３】
　メモリ解放部1242-i(i=1～n)は、メモリ解放を要求された場合、要求されているメモリ
解放領域のメモリ情報をメモリ管理部1210-i(i=1～n)から取得する（ステップS302）。
【０２０４】
　メモリ解放部1242-i(i=1～n)は前記取得したメモリ情報においてメモリ領域の利用状況
を参照し、該当メモリ領域が使用中かどうかを判定する（ステップS303）。
【０２０５】
　ステップS303においてメモリ解放領域が使用中であると判定した場合、メモリ解放部12
42-i(i=1～n)はページアウト／スワップ処理を行いメモリ上のデータの退避を行う（ステ
ップS304）。
【０２０６】
　ステップS303においてメモリ解放領域が未使用であると判定した場合、もしくは、S504
にてページアウト／スワップ処理が終了した場合、メモリ解放部1242-i(i=1～n)は、当該
メモリ解放領域に対するメモリ情報をメモリ管理部1210-i(i=1～n)から削除する（ステッ
プS305）。
【０２０７】
　メモリ解放部1242-i(i=1～n)は、メモリ解放処理の完了を返答し、メモリ解放制御部11
22は、メモリ解放要求に対して結果を返答する（ステップS306）。
【０２０８】
　これら一連の処理により、メモリ解放処理が実行される。
【０２０９】
＜実メモリ領域の融通処理＞
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　図5の構成図、および、図9のフローチャートを参照して、メモリアクセスによる実メモ
リ領域を融通する処理の詳細な動作を説明する。
【０２１０】
　実メモリ領域を融通する処理は、実メモリ空間へのアクセスが生じるときに行う。
【０２１１】
　メモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)は、実メモリとの対応付けが必要になったこと
を検知する。
【０２１２】
　これを契機に図9のフローチャートであるメモリアクセス判定処理が開始される。
【０２１３】
　メモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)は、メモリアクセス監視部1124へメモリ領域の
利用権があるかを問い合わせる（ステップS401）。
【０２１４】
　メモリアクセス監視部1124は、利用OS情報管理部1112を介して利用OS情報を参照し、メ
モリアクセスを要求しているOSが当該アクセスメモリ領域の利用OSであるかどうかを判定
する（ステップS402）。
【０２１５】
　ステップS402において、利用OSであると判定された場合、メモリ利用権を既に保有して
いるため、成功結果作成(ステップS408)へと移る。
【０２１６】
　ステップS402において、利用OSでないと判定された場合、続いて、未使用領域でないか
判定する（ステップS403）。
【０２１７】
　ステップS403において、未使用領域であると判定された場合、当該OSにメモリ利用権を
登録(ステップS407)し、成功結果作成(ステップS408)へと移る。
【０２１８】
　ステップS403において、未使用領域でないと判定された場合、メモリアクセス監視部11
24は、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報を参照し、メモリアクセスを要求してい
るOSが当該アクセスメモリ領域の管理OSであるかどうかを判定する（ステップS404）。
【０２１９】
　ステップS404において、管理OSでないと判定された場合、メモリの利用権、および、管
理権がないOSからのアクセスなので、メモリアクセス監視部1124は、メモリアクセスのエ
ラー結果を作成する（ステップS409）。
【０２２０】
　ステップS404において、管理OSであると判定された場合、つまりメモリアクセスを要求
しているOSが利用権を保有せず管理権を保有するメモリ領域へアクセスを要求してきた場
合、これがメモリ融通のためのタイミングであるため、メモリアクセス監視部1124は、メ
モリ解放制御部1122へ当該アクセスメモリ領域の利用OSに対するメモリ解放を要求する（
ステップS405）。
【０２２１】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放要求に従い、前述したメモリ解放処理を行う（ス
テップS406）。
【０２２２】
　メモリ解放制御部1122は、利用OS情報管理部1112を介して、利用OS情報を未使用状態に
更新し、メモリ解放が終了したことをメモリアクセス監視部1124へ応答する。これにより
、メモリアクセス監視部1124は、メモリ領域にアクセスが可能な状態、すなわち、データ
退避等が終了し、利用してもデータの不整合を起こさない状態（以後、アクセス可能状態
）に変更されたことを知ることができ、利用OS情報管理部1112を介して、利用OS情報にメ
モリアクセスを要求しているOSを登録する（ステップS407）。
【０２２３】
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　メモリアクセス監視部1124は、ステップS406までの処理により、メモリアクセスを要求
しているOSがメモリ利用権を保有した状態に移行するため、成功結果を作成する（ステッ
プS408）。
【０２２４】
　メモリアクセス監視部1124は、ステップS408もしくは、ステップS409のメモリ領域の利
用権結果をメモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)へ応答する（ステップS410）。
【０２２５】
　これら一連の処理により、メモリアクセス判定処理が実行される。
【０２２６】
　メモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)は、この結果を参照して、メモリアクセス処理
を継続し、成功結果ならメモリアクセスを実現する。
【０２２７】
＜動作シーケンス＞
　次に、図5の構成図、図6乃至図9のフローチャート図、図10のシーケンス図、および、
図11のメモリ情報の概念図を参照して、本実施の形態の動作シーケンスを説明する。
【０２２８】
　ここで、構成変更条件は、図2のときと同様であり、実メモリ管理部でのメモリ領域の
管理単位としては、256MB単位として説明する。
【０２２９】
　オペレータは、メモリを削減するOS(OS1)へ1GBのメモリ削減要求を発行する(図10の200
1)。
【０２３０】
　これにより、図6のフローチャートに示される処理が開始される。
【０２３１】
　メモリ構成変更要求制御部1230-1は、メモリ削減要求であるので、メモリ解放領域探索
部1241-1へメモリ削減要求を発行する(図6のS101で削除選択)。
【０２３２】
　メモリ解放領域探索部1241-1は、メモリ管理部1210-1を介して適切な解放メモリ領域を
探索する(図6のS102)。
【０２３３】
　ここでは、1GB～2GBのメモリ領域が解放領域として選択されたものとする。
【０２３４】
　メモリ解放領域探索部1241-1は、決定した解放メモリ領域を基に、メモリ解放宣言部11
21に当該解放メモリ領域の解放宣言を伝え、管理権を放棄するように要求する(図6のS103
、図10の2002)。
【０２３５】
　メモリ解放宣言部1121は、メモリ解放領域探索部1241-1からの解放メモリ宣言要求に基
づき、実メモリ管理部1110のメモリ空間対応表、および、管理OS情報管理部1111を介して
、当該解放メモリ領域の管理OS情報を未使用状態へ変更する(図6のS104～S105,図10の200
3)。
【０２３６】
　メモリ解放宣言部1121は、管理OS情報変更後、すなわち、解放対象OSに対する管理権剥
奪後、メモリ解放領域探索部1241-1へ結果を返答する（図6のS106,図10のS2004）
【０２３７】
　メモリ解放領域探索部1241-1は、メモリ構成変更要求制御部1230-1へメモリ削減要求に
より、管理権を失ったことをオペレータに報告する（図10のS2005）。
【０２３８】
　これにより、VMMからは、当該メモリ領域（1GB～2GB）がOS1から解放する意思があると
認識し、未使用領域候補として扱うことができ、OS1からは現在も利用している領域とし
て扱うことになる。
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【０２３９】
　オペレータは、メモリを増加するOS(OS2)へ1GBのメモリ増加要求を発行する(図10の200
6)。
【０２４０】
　これにより、再び、図6のフローチャートに示す処理が開始される。
【０２４１】
　メモリ構成変更要求制御部1230-1は、メモリ増加要求であるので、メモリ拡張部1243-1
へメモリ増加要求を発行する(図6のS101で増加選択)。
【０２４２】
　メモリ拡張部1243-1は、メモリ拡張制御部1123へ必要な1GB分の拡張メモリ領域の確保
を要求する(図6のS107,図10の2007)。
【０２４３】
　メモリ拡張制御部1123は、メモリ拡張部1243-1から拡張メモリ領域の確保を要求された
ので、管理OS情報管理部1111と必要に応じて、利用OS情報管理1123を介して、未使用領域
から1GB分の領域を選択し、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報を拡張要求OSであ
るOS2として登録し、さらに、実メモリ管理部1110のメモリ空間対応表へ、実メモリ空間
とマシンアドレス空間の対応付けを登録することで、拡張メモリ領域として確保する(図6
のS108～S109,図10の2008)。
【０２４４】
　メモリ拡張制御部1123は、確保した拡張メモリ領域をメモリ拡張部1243-1へ応答する(
図10の2009)。
【０２４５】
　メモリ拡張部1243-1は、メモリ管理部1210-1へ拡張メモリ領域に関するメモリ情報を追
加する(図6のS110)。
【０２４６】
　メモリ拡張部1243-1は、メモリ構成変更要求制御部1230-1へメモリ増加要求により、管
理権を得たことをオペレータに報告する（図6のS111,図10のS2010）。
【０２４７】
　これにより、OS2からは新たな1GBのメモリ領域が管理下に入り、当該メモリ領域が拡張
されたように扱わせることができる。
【０２４８】
　ここまでで、図11(a)の初期状態から図11(b)の状態へ移行したことになる。
【０２４９】
　すなわち、1GB～2GBのメモリ領域は、管理OSとしてOS2が登録され、OS2からは利用可能
に見えるが、利用OSとしてOS1が登録されており、OS1からは解放前であるためまだ利用可
能領域として扱い、実際にOS1がメモリ領域を利用している。
【０２５０】
　OS2は、OS上でプログラムが動作していく過程において、拡張された領域へのアクセス
が発生する。
【０２５１】
　ここでは、最初に1.5GB～1.5256GBのメモリ領域へアクセスされたとする。
【０２５２】
　これを契機に、メモリアクセス制御部1220-2は、実メモリ空間の取得を検知し、メモリ
アクセス監視部1124へメモリアクセスを問合せる(図9のS401,図10の2011)。
【０２５３】
　メモリアクセス監視部1124は、利用OS情報管理部1112を参照して、当該アクセスメモリ
領域がメモリアクセスするOS2の利用領域かどうかを判定する。
【０２５４】
　メモリ領域が利用領域ならメモリアクセスを許可するが、今の場合、利用OS情報がOS1
であるため、利用権がないと判断する(図9のS402でNoを選択)。
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【０２５５】
　また、利用OS情報がOS1であるため、未使用状態でないと判断する(図9のS403でNoを選
択)。
【０２５６】
　メモリアクセス監視部1124は、次に、管理OS情報管理部1111を参照して、当該アクセス
メモリ領域がOS2の管理領域かどうかを判定する(図9のS404)。
【０２５７】
　メモリ領域が管理領域でないのであれば、管理権も利用権も持たないためメモリアクセ
スエラーとして返答するが(図9のS409へ)、今回は、図10の2007～図10の2009のシーケン
スにより該当メモリアクセス領域の管理権はOS2と設定されているため、管理領域として
判断される(図9のS404でYesを選択)。
【０２５８】
　メモリアクセス監視部1124は、管理権を持つOS、すなわち、メモリ変更要求によりメモ
リ再構成後にメモリ領域を割当られるOSからのアクセスであるため、利用OSからメモリ領
域を解放し、アクセス可能にする処理に移る。
【０２５９】
　メモリアクセス監視部1124は、メモリ解放制御部1122へ当該アクセスメモリ領域のメモ
リ解放を要求し、メモリ解放させる(図9のS405～S406)。
【０２６０】
　メモリ解放制御部1122は、利用OSであるOS1のメモリ解放部1242-1へ当該アクセスメモ
リ領域のメモリ解放を要求する(図8のS301,図10の2012)。
【０２６１】
　メモリ解放部1242-1は、メモリ管理部1210-1を介して要求された解放するメモリ領域の
メモリ情報を参照し、使用状態にないかを判断し、使用状態であれば、ページアウト／ス
ワップアウト処理によるデータ退避を行うことで未使用状態に変更する(図8のS302～304,
図10の2013)。
【０２６２】
　メモリ解放部1242-1は、当該解放メモリ領域が未使用状態になったなら、メモリ管理部
1210-1からメモリ情報を削除する(図8のS305)。
【０２６３】
　これにより、OS1からは、該当メモリ領域が管理下から外れたことになる。
【０２６４】
　続いて、メモリ解放部1242-1は、当該解放メモリ領域のメモリ解放が完了したことをメ
モリ解放制御部1122へ応答する(図8のS306,図10の2014)。
【０２６５】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放部1242-1からメモリ解放完了の応答を受取ったな
ら、利用OS情報管理部1112を参照して、利用OS情報を未使用状態に変更する(図8のS407,
図10の2015)。
【０２６６】
　これにより、VMMからも当該解放メモリ領域の利用からOS1が外れることになる。
【０２６７】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放部1242-1へ利用OS情報から削除したこと、すなわ
ちメモリの切り離しが完了したことを通知する(図9のS407,図10の2016)。
【０２６８】
　メモリ解放部1242-1は、メモリ構成変更要求制御部1230-1へ当該解放メモリ領域の解放
が完了したことを伝える。
【０２６９】
　メモリ構成変更要求制御部1230-1は、必要に応じて、当該解放メモリ領域の解放、すな
わち、最初のメモリ削減要求の一部が完了したことを表示する(図10の2017)。
【０２７０】
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　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放が終了したことをメモリアクセス監視部1124へ応
答する(図9のS407)。
【０２７１】
　メモリアクセス監視部1124は、要求したアクセスメモリ領域の解放が完了し、当該アク
セスメモリ領域が使用可能状態になったため、アクセスしたOS2へメモリアクセスを許可
するために、利用OS情報管理部1112を参照して、当該アクセスメモリ領域の利用OS情報に
アクセスしたOS2を登録する(図9のS407)。
【０２７２】
　これにより、OS2へメモリ利用権限が融通されたことになる。
【０２７３】
　メモリアクセス監視部1124は、メモリアクセスを許可し、メモリアクセス制御部1220-2
へ返答する(図9のS408,S410,図10の2018)。
【０２７４】
　これにより、OS2からは、自分がメモリアクセスした際に融通されていることを知らず
に、すなわち、通常割当てられたメモリと同様にメモリアクセスを実行することができる
。
【０２７５】
　メモリアクセス制御部1220-2は、メモリ構成変更要求制御部1230-2へ当該アクセスメモ
リ領域の割当が完了したことを伝える。
【０２７６】
　メモリ構成変更要求制御部1230-2は、必要に応じて、当該アクセスメモリ領域の割当、
すなわち、最初のメモリ増加要求の一部が完了したことを表示する(図10の2019)。
【０２７７】
　これにより、1.5GB～1.75GBのメモリ領域は融通される。
【０２７８】
　そのため、利用者（利用OS）がOS1からOS2へと変更され、図11(b)の状態から図11(c)の
状態になる。
【０２７９】
　図10の2011～2019と同様の処理が繰り返され、メモリ融通が進み、最終的に、メモリ再
構成処理が行われる。
【０２８０】
　最終的に、図11(d)に示されるように、1GB～2GBの領域はOS2へ利用権が移行される。
【０２８１】
　メモリ構成変更要求制御部1230-1、および、1230-2は、それぞれ、最後のメモリ解放通
知2100、メモリ割当通知2102が完了したら、削減要求、増加要求によるメモリ構成変更が
完了したことになり、完了をオペレータへ表示する(図10の2101、および、2103)。ここで
、最後のメモリ解放通知か否か、最後のメモリ割当通知か否かの判断は、メモリ構成変更
要求制御部において、メモリ構成変更要求を出した時点で、どこの領域が解放予定か、割
当予定かを自身が要求したメモリ構成変更要求を覚えておき、実際にアクセスが生じて解
放されたメモリ領域、割り当てられたメモリ領域の結果と照らし合わせて、全ての領域に
おいて解放／割当が完了したかどうかを検知することで可能である。
【０２８２】
　次に、本実施の形態の効果について説明する。
【０２８３】
　本実施の形態は、メモリ領域に対して、メモリ再構成後にメモリ領域を割当てられメモ
リの管理権をもつべきであるOSとなる管理OSと、メモリ再構成前にメモリ領域を使用して
おり、メモリ領域の解放前であるためにメモリ領域をアクセスする権利を持つ利用OSとの
情報を保持し、メモリ構成変更要求に対して、要求受信時に管理権を変更させ、メモリア
クセスを契機に利用権を変更させる２段階構造に分け、利用権変更時にはメモリ解放を保
証することにより、メモリ再構成に対して、要求への見かけ上の対応を早めると同時に、
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実際のメモリ融通を遅延させて効果的なタイミングで行え、予約領域を必要としないため
、全メモリ領域を有効活用することができる。
【０２８４】
　これにより、以下のような効果も得られる。
【０２８５】
　追加の効果の１つは、メモリ再構成後にメモリが増加されるOSからは、メモリ領域の拡
張によるメモリ情報の更新を早められることにより、メモリ容量などによるプログラム起
動規制などをいち早く対応可能にすることができる。
【０２８６】
　追加の効果のもう１つは、メモリアクセスを契機にアクセスするメモリ領域に対して、
ページアプト／スワップアウトのデータ退避処理を行うため、負荷が大きく時間を要する
データ退避処理を分散させることができ、OS上で動作している通常プログラムの影響を和
らげることができる。
【０２８７】
　また別の追加の効果は、メモリの利用効率を上げることができる。
【０２８８】
　メモリ効率向上の理由の１つとしては、メモリの融通に関する処理は、メモリ解放して
からメモリ拡張させるという２段階を必要とし、その間の時間、該当メモリ領域は使用不
可能状態になるが、メモリ領域の融通に関する単位がメモリ再構成要求に依存しなく、メ
モリアクセスする際のメモリ容量に分割されるため、使用不可能状態になるメモリ領域の
相対的な累計時間を短くすることができるためである。
【０２８９】
　メモリ効率向上の理由のもう１つとしては、メモリを減少させるOSからは、メモリ融通
先のOSが利用するまでの間、該当メモリ領域を利用することが可能であり、再構成変更後
のメモリ容量より大きな容量を使用できるほか、解放すべきメモリ領域に確保されている
キャッシュやデータの再利用ができるためである。
【０２９０】
『第２の実施の形態』
　次に、本発明の第2の発明を実施するための最良の形態について説明する。
【０２９１】
　本実施の形態では、利用OS決定の別の例として、メモリ領域を権利が強いOSが使用継続
を優先するために、その時点での管理OSを優先する方式になる。
【０２９２】
　本実施の形態では、第１の実施の形態と比べて、利用OS選択処理だけが異なるので、こ
の処理だけを説明する。
【０２９３】
　これは、図7のフローチャートが変形する、すなわち、図6のステップS104の処理だけが
異なることに相当する。
【０２９４】
　図5、および、図12のフローチャートを参照して、ステップS104の利用OS選択処理にお
いて、管理OSを優先する方式の詳細な動作を説明する。
【０２９５】
　メモリ解放宣言手段1121は、前記解放メモリ領域に対して、利用OS情報管理部1111を介
して、利用OS情報を参照して、利用OSが異なるメモリ領域へ領域分割する(ステップS501)
。
【０２９６】
　メモリ解放宣言手段1121は、前記分割されたメモリ領域に対して、ステップS503から始
まる利用OS情報判定が終了していない分割されたメモリ領域がないかをチェックする(ス
テップS502)。
【０２９７】
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　ステップS502にて未判定メモリ領域が存在した場合、当該メモリ領域に対して、メモリ
解放宣言手段1121は解放宣言したOSの識別子と利用OS情報を比較し、解放要求元が利用OS
であるかどうかを判定する(ステップS503)。
【０２９８】
　ステップS503において、解放要求元が利用OSと判定した場合は、既に利用OSとして接続
し、利用を継続している状態であるため、当該メモリ領域の利用OS選択は完了する。
【０２９９】
　ステップS503において、解放要求元が利用OSでないと判定した場合は、管理権を保有し
ていたOSからの解放宣言であるので、メモリ領域の権利が、利用していたOSより強いと判
断し、当該メモリ領域の利用権を解放宣言したOSに移行する処理に入る。
【０３００】
　メモリ解放宣言部1121は、メモリ解放制御部1122へ利用OSに対して当該メモリ領域の解
放を要求する(ステップS504)。
【０３０１】
　ステップS504においては、図8のフローチャートに従って、メモリ解放制御部1122を起
点にメモリ解放処理がなされる。
【０３０２】
　メモリ解放宣言手段1121は、利用OS情報管理部1112を介して利用OS情報を解放宣言した
OS、すなわち、管理OSに更新し、利用OS情報判定を完了する(ステップS504)。
【０３０３】
　ステップS502において、利用OS情報判定が前記分割した全メモリ領域に対して完了した
なら、利用OS選択処理が完了する。
【０３０４】
　これら一連の処理により、メモリ領域を、権利が強いOSが使用継続を優先する利用OS選
択処理が行われる。
【０３０５】
　本発明の第1の実施の形態と本発明の第2の実施の形態の違いを図13、および、図14の管
理OS情報、利用OS情報の情報管理遷移図を参照し、具体例を挙げて説明する。
【０３０６】
　具体例としては、OS1が2GBを利用する。その後、高位1GBを融通させてOS2を起動させる
。さらにその後にOS2のうちの高位512MBを融通させてOS3を起動させる場合を考える。
【０３０７】
　また、OS2を起動させるタイミングはOS1が全領域をアクセスした後、OS3を起動させる
タイミングは、OS2が低位、および、高位256MBを利用した後とする。
【０３０８】
　図13は、第1の実施の形態の管理OS情報、利用OS情報の情報管理遷移図を示す。
【０３０９】
　管理OS情報、利用OS情報の情報管理表の初期状態は、図13(a)に示すように全部未使用
状態である。
【０３１０】
　まず、2GBの容量がOS1に割当てられる。すなわち、管理OS情報としてOS１が登録され、
管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図13(b)のように更新される。
【０３１１】
　OS1は、割当てられた各領域にアクセスを開始し、実際の利用権を獲得する。すなわち
、利用OS情報をOS1へと変更していき、管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図13(c)の
ように更新される。
【０３１２】
　ここで、OS2が高位1GB、すなわち、1024MB～2048MBを融通させて利用しようとする。
【０３１３】
　OS1は、高位1GBを解放宣言し、管理権を放棄する。すなわち、管理OS情報を未使用状態
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に変更し、管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図13(d)へと更新される。
【０３１４】
　OS2は、未使用領域から1GBを確保する。すなわち、1GB～2GBの領域を確保し、管理OSと
して登録される。
【０３１５】
　この間、利用OS選択機構が動作するが、ここでは、すべてOS1が利用OSであり、OS1が解
放宣言しているため、メモリ解放処理は一切動作せず、その結果、管理OS情報、利用OS情
報の情報管理表は図13(e)へと更新される。
【０３１６】
　OS2は、メモリアクセスを始め、低位256MB（1024MB～1280MB）と高位256MB（1792MB～2
048MB）をアクセスし、メモリ融通を経て、利用権を融通し、利用権を得る。すなわち、
各領域に対する利用OS情報は、OS1からOS2へと変更され、管理OS情報、利用OS情報の情報
管理表は図13(f)となる。
【０３１７】
　ここで、OS3がOS2の高位512MB、すなわち、1536MB～2048MBを融通させて利用しようと
する。
【０３１８】
　OS2は、高位512MBを解放宣言し、管理権を放棄する。すなわち、管理OS情報を未使用状
態に変更する。
【０３１９】
　このとき、1536MB～1792MBと、1792MB～2048MBで利用OSが異なることになるので、各領
域に対して利用OS選択機構が動作する。
【０３２０】
　1536MB～1792MBのメモリ領域は、OS1が利用権を持ち利用しているため、OS2から今後、
アクセスが生じないようにするために、OS2から1536MB～1792MBのメモリ領域を解放する
メモリ解放処理がなされる。
【０３２１】
　1792MB～2048MBのメモリ領域は、OS2が利用権を持ち利用しており、メモリ融通の際にO
S1の管理下からは外れているために、メモリ解放処理を必要としない。
【０３２２】
　すなわち、図7のフローチャートにて、1536MB～1792MBのOS2に対するメモリ解放処理が
なされる。
【０３２３】
　図7のフローチャートの結果、管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図13(g)へと更新
される。
【０３２４】
　OS3は、未使用領域から512MBを確保する。すなわち、1536MB～2048MBの領域を確保し、
管理OSとして登録され、管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図13(h)へと更新される
。
【０３２５】
　次に、第２の実施の形態における動作を、図14の管理OS情報、利用OS情報の情報管理遷
移を参照して説明する。
【０３２６】
　図14f)までは図13f)までと動作に変わりがないので、説明を省略することとする。
【０３２７】
　ここで、OS2は、高位512MBを解放宣言し、管理権を放棄する。すなわち、管理OS情報を
未使用状態に変更することになる。
【０３２８】
　このとき、1536MB～1792MBと、1792MB～2048MBで利用OSが異なることになるので、各領
域に対して利用OS選択機構が動作する。
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【０３２９】
　1536MB～1792MBのメモリ領域は、OS1が利用権を持ち利用していたが、管理権を持つOS2
が管理権を外れることから、今後、直前に管理権を持っているOS2がアクセス可能になる
ように、利用権をOS2へ移行することになる。
【０３３０】
　そのため、OS1に対して1536MB～1792MBのメモリ領域を解放させた後、利用OS情報をOS2
として登録する。
【０３３１】
　1792MB～2048MBのメモリ領域は、OS2が利用権を持ち利用しており、メモリ融通の際にO
S1の管理下からは外れているために、メモリ解放処理を必要としない。
【０３３２】
　すなわち、図12のフローチャートにて、1536MB～1792MBのOS1に対するメモリ解放処理
がなされる。
【０３３３】
　図12のフローチャートの結果、管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図14(g)へと更
新される。
【０３３４】
　OS3は、未使用領域から512MBを確保する。すなわち、1536MB～2048MBの領域を確保し、
管理OSとして登録され、管理OS情報、利用OS情報の情報管理表は図14(h)へと更新される
。
【０３３５】
　このように、第１の実施の形態と第２の実施の形態は、利用OSとして設定するOSの選択
方式が異なる。
【０３３６】
　本実施の形態の効果は、直前の設定されたメモリ構成を保てることにある。
【０３３７】
　第１の実施の形態では、既にメモリを利用しているOSを利用OSとして継続させることで
データの再利用性を向上させることができることに対し、本実施の形態では、直前のOS(
アプリケーション)に適した利用構成の設定を維持することで、今後のメモリ配分効果を
高めることにある。
【０３３８】
　すなわち、たまたまメモリアクセスが生じなかったために利用OSにできなかった領域は
、その後の処理を考えた場合に直前の管理構成を持続させた方がメモリの利用効率が向上
し、アプリケーションの動作を向上させることが考えられる。
【０３３９】
　また、第1の実施の形態で挙げた効果を併せ持つ。
【０３４０】
『第３の実施の形態』
　次に、本発明の第3の実施の形態について説明する。
【０３４１】
　本発明の第3の実施の形態は、第１、および、第2の実施の形態に比べて、メモリアクセ
ス判定処理だけが異なるので、この処理だけを説明する。
【０３４２】
　図5の構成図、および、図15のフローチャートを参照して、第3の発明のメモリアクセス
判定処理の詳細な動作について説明する。
【０３４３】
　第1、および、第2の実施の形態と同様、実メモリ領域を融通する処理は、実メモリ空間
へのアクセスが生じるときに行う。
【０３４４】
　メモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)は、実メモリとの対応付けが必要になったこと
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を検知する。
【０３４５】
　これを契機に図15のフローチャートであるメモリアクセス判定処理が開始される。
【０３４６】
　メモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)は、メモリアクセス監視部1124へメモリ領域の
利用権があるかを問い合わせる（ステップS601）。
【０３４７】
　メモリアクセス監視部1124は、利用OS情報管理部1112を介して利用OS情報を参照し、当
該アクセスメモリ領域が利用OSであるかどうかを判定する（ステップS602）。
【０３４８】
　ステップS602において、利用OSでないと判定された場合、続いて、未使用領域でないか
判定する（ステップS603）。
【０３４９】
　ステップS603において、未使用領域であると判定された場合、メモリ利用権を登録(ス
テップS607)し、成功結果作成(ステップS608)へと移る。
【０３５０】
　ステップS603において、未使用領域でないと判定された場合、メモリアクセス監視部11
24は、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報を参照し、当該アクセスメモリ領域が管
理OSであるかどうかを判定する（ステップS604）。
【０３５１】
　ステップS604において、管理OSでないと判定された場合、メモリの利用権、および、管
理権がないOSからのアクセスなので、メモリアクセス監視部1124は、メモリアクセスのエ
ラー結果を作成する（ステップS609）。
【０３５２】
　ステップS604において管理OSであると判定された場合、メモリ融通のためのタイミング
であるため、メモリアクセス監視部1124は、メモリ解放制御部1122へ当該アクセスメモリ
領域の利用OSに対するメモリ解放を要求する（ステップS605）。
【０３５３】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放要求に従い、前述したメモリ解放処理を行う（ス
テップS606）。
【０３５４】
　メモリ解放制御部1122は、利用OS情報管理部1112を介して、利用OS情報を未使用状態に
更新し、メモリ解放が終了したことをメモリアクセス監視部1124へ応答する。これにより
、メモリアクセス監視部1124は、メモリ状態がアクセス可能状態に変更されたことを知る
ことができ、利用OS情報管理部1112を介して、利用OS情報にメモリアクセスを要求してい
るOSを登録する（ステップS607）。
【０３５５】
　メモリアクセス監視部1124は、ステップS606までの処理により、メモリアクセスを要求
しているOSがメモリ利用権を保有した状態に移行するため、成功結果を作成する（ステッ
プS608）。
【０３５６】
　ここまでの処理は図９に示した第１の実施の形態における処理と同じである。
【０３５７】
　ステップS602において、利用OSであると判定された場合、メモリアクセス監視部1124は
、メモリアクセスを要求したOSが管理OSかどうかを判定する（ステップS617）。管理OSで
あれば、ステップS608へ処理を進める。
【０３５８】
　メモリアクセスを要求したOSが利用OSであるが管理OSでなければ（ステップS617でNo）
、メモリアクセス監視部1124は、メモリアクセスを要求したOSからの当該メモリ領域に愛
するメモリアクセスの統計値を計算する（ステップS611）。
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【０３５９】
　メモリアクセスの統計値としては、例えば、メモリアクセス回数、メモリ管理権を放棄
してからのメモリアクセス回数、一定時間あたりのメモリアクセス回数、メモリアクセス
データ量、総メモリアクセスデータ量、メモリ管理権を放棄してからの総メモリアクセス
データ量、メモリ管理権を放棄してからの平均メモリアクセスデータ量、一定時間あたり
の総メモリアクセスデータ量、一定時間あたりの平均メモリアクセスデータ量、管理権を
放棄してからのメモリアクセス時間が挙げられる。
【０３６０】
　メモリアクセス監視部1124は、前記計算した統計値を基にメモリ領域を解放すべきかど
うかを判定する（ステップS612）。例えば、一定時間あたりのメモリアクセス回数が少な
くなっている場合、そのメモリ領域に対する利用はないと考えられる。その場合、利用OS
側がメモリ領域の利用権を持ち続けるよりは、これからそのメモリ領域を必要とするであ
ろう管理OS側にメモリ領域の利用権を直ぐに渡せる状態にした方が、ページアウト処理等
の処理時間を省くことができて有効である。逆に、メモリアクセスが頻繁に起こっている
ようであれば、データ利用効率が良いので解放するのは好ましくない。また、管理権を放
棄してからのメモリアクセス時間では、利用OS側に一定時間の猶予を与えているのと同じ
状態になる。このような状況を考慮して、予めどのような条件が成立した場合に、メモリ
領域を解放すべきかが事前に設定されている。
【０３６１】
　具体的な判定方法としては、例えば、統計値に一定値との比較演算（以上、以下、越え
る、超えない、等しい、等しくないなど）により求める方法、統計値を一定の評価関数に
当てはめた後に一定値との比較演算により求める方法、また、前記比較する数値も一定値
でなく、状況に合わせて変化する値として扱う方法が挙げられる。
【０３６２】
　もし解放すべき領域ではないと判定した場合、メモリ利用権を既に保有し、解放条件に
も当てはまらないため、利用してよい領域になるため、成功結果作成(ステップS608)へと
移る。
【０３６３】
　もし解放すべき領域であると判定した場合、メモリ融通のためのタイミングが到来した
ものと判断して、メモリアクセス監視部1124は、メモリ解放制御部1122へ当該アクセスメ
モリ領域の利用OSに対するメモリ解放を要求する（ステップS613）。
【０３６４】
　メモリ解放制御部1122は、メモリ解放要求に従い、前述したメモリ解放処理を行う（ス
テップS614）。
【０３６５】
　メモリ解放制御部1122は、利用OS情報管理部1112を介して、利用OS情報を未使用状態に
更新し、メモリ解放が終了したことをメモリアクセス監視部1124へ応答する（ステップS6
15）。
【０３６６】
　メモリアクセス領域は前記メモリ解放処理において、ページアウト／スワップアウトさ
れた領域へのアクセスに変更されるため、メモリアクセス監視部1124はメモリ再アクセス
要求を起させる結果を生成する（ステップS616）。
【０３６７】
　メモリアクセス監視部1124は、ステップS608、S609もしくは、ステップS616のメモリ領
域の利用権結果をメモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)へ応答する（ステップS610）。
【０３６８】
　これら一連の処理により、メモリアクセス判定処理が実行される。
【０３６９】
　メモリアクセス制御手段1220-i(i=1～n)は、この結果を参照して、メモリアクセス処理
を継続し、メモリアクセスを実現する。
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【０３７０】
　次に、第3の実施の形態の効果について説明する。
【０３７１】
　本実施の形態は、第1、または、第2の実施の形態の効果を有すると共に、追加の効果と
して、管理OSにおけるアクセス速度を向上させることができる。
【０３７２】
　その理由は、利用OSのメモリアクセスの統計結果に基づきメモリ解放処理が行われ、未
使用領域へ移行するためである。すなわち、管理OSがメモリアクセスを要求するときに、
既にメモリ解放処理が終了しており、既に未使用領域となっている場合が生じ、すぐに利
用権を確保できてメモリアクセスに移ることができるためである。
【０３７３】
　これにより、管理OS側から見ると、利用権を保有していない領域へのメモリアクセス速
度は平均して向上することができる。
【０３７４】
『第４の実施の形態』
　次に、本発明の第4の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【０３７５】
　本発明の第4の実施の形態は、第1乃至第3の発明を実施するための最良の形態に比べて
、メモリ構成変更要求応答処理だけが異なるので、この処理だけを説明する。
【０３７６】
　図5の構成図、および、図16のフローチャートを参照して、メモリ構成変更要求応答処
理の詳細な動作を説明する。
【０３７７】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)が、オペレータからメモリ構成変更要求を受
信したら、メモリ構成変更要求応答処理が開始する。
【０３７８】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、オペレータからメモリ構成変更要求を受
信した場合、当該メモリ構成変更要求がメモリ削減要求かメモリ増加要求かを判定する(
ステップS701)。
【０３７９】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求がメモリ削減要求の
場合、当該メモリ削減要求をメモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)へ発行する。メモリ解
放領域探索部1241-i(i=1～n)はメモリ管理部1210-i(i=1～n)を参照して、削減要求に適し
た容量分の解放に適するメモリ領域を選択する(ステップS702)。
【０３８０】
　メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は、メモリ解放領域に対して、メモリ管理部1210
-i(i=1～n)を通じて、メモリ情報を変更する（ステップS703）。
【０３８１】
　ここで、メモリ情報の変更として、メモリ内容情報を変更することができる。このとき
、メモリ解放処理におけるメモリ情報からの削除（図8のフローチャートのステップS305
）時には、該当メモリ内容情報を変更しない。例えば、メモリ総容量情報を変更すること
ができる。本ステップにて、メモリ総容量情報を変更するため、メモリ解放処理時にはメ
モリ総容量の変更は行なう必要がなくなる。
【０３８２】
　また、メモリ情報の別の変更として、メモリ制御情報を変更することができる。例えば
、メモリのページ利用形態を一時退避領域などに設定することができる。
【０３８３】
　メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は、選択した解放メモリ領域の管理権放棄をメモ
リ解放宣言部1121へ要求する(ステップS704)。
【０３８４】
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　メモリ解放宣言部1121は、利用OS選択処理に入り、当該解放メモリ領域の利用OSを決定
する。これは、後で詳細に記載する(ステップS705)。
【０３８５】
　メモリ解放宣言部1121は、管理OS情報管理部1111を介して、当該解放メモリ領域の管理
権を未使用状態に変更する(ステップS706)。
【０３８６】
　メモリ解放宣言部1121は管理権放棄の結果をメモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)へ応
答し、メモリ解放領域探索部1241-i(i=1～n)は削減要求に対して結果をメモリ構成変更要
求制御部1230-i(i=1～n)へ応答し、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)はオペレー
タへ削減要求の結果を応答する(ステップS707)。
【０３８７】
　メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求がメモリ増加要求の
場合、当該メモリ増加要求をメモリ拡張部1243-i(i=1～n)へ発行する。メモリ拡張部1243
-i(i=1～n)はメモリ拡張制御部1123へ増加要求を満たす容量のメモリ領域確保をメモリ拡
張制御部1123へ要求する(ステップS708)。
【０３８８】
　メモリ拡張制御部1123は、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報を参照し、必要で
あれば、利用OS情報管理部1112を介して利用OS情報を参照し、確保要求に適したメモリ領
域を選択する(ステップS709)。
【０３８９】
　メモリ拡張制御部1123は、選択した追加メモリ領域に対して、管理OS情報管理部1111を
介して管理OSを要求元OSとして登録する(ステップS709)。
【０３９０】
　メモリ拡張制御部1123は、当該追加メモリ領域を確保したことをメモリ拡張部1243-i(i
=1～n)へ応答する。メモリ拡張部1243-i(i=1～n)は、当該追加メモリ領域に対するメモリ
情報をメモリ管理部1210-i(i=1～n)に登録し、メモリの拡張を行う(ステップS711)。
【０３９１】
　メモリ拡張部1243-i(i=1～n)は、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)へメモリ拡
張の結果を応答し、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=1～n)はオペレータへ増加要求の
結果を応答する(ステップS712)。
【０３９２】
　これら一連の処理により、メモリ構成変更要求応答処理が行われる。
【０３９３】
　次に、第4の実施の形態の効果について説明する。
【０３９４】
　本実施の形態は、第1乃至第3の実施の形態の効果を有すると共に、追加の効果として、
メモリを削減するOSのメモリ利用形態を変更することにより、メモリを削減するOSでのプ
ログラムへの影響、および、ページアウト／スワップ処理の量を削減する効果が現れる。
【０３９５】
　例えば、メモリ内容情報の変更の例として、メモリ総容量を変更することが挙げられる
。これにより、実際に解放処理した以後の仮想計算機環境を想定でき、必要以上のプログ
ラム起動などを抑えることができる。
【０３９６】
　別の例として、メモリ制御情報を変更する場合では、メモリ領域を一時退避領域に設定
することが挙げられる。これにより、利用OS内メモリアクセスにおいて、メモリアクセス
がページイン／スワップイン処理に変更され、管理権を持つメモリ領域内へのページコピ
ーと一時退避メモリ領域の解放処理になる。その結果、管理OSからメモリアクセスが発生
しているメモリ領域のページアウト／スワップ処理を低減することができる。
【０３９７】
　また、別の例として、メモリ領域を読込専用領域として設定し、データの更新を抑える
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ことにより、管理OSがメモリアクセスした際のページアウト／スワップアウトする処理量
を抑えることができ、管理権放棄後に解放処理の負荷を高めるような動作を抑えることが
できる。
【０３９８】
『第５の実施の形態』
　次に、本発明の第5の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【０３９９】
　本発明の第5の実施の形態は、第1乃至第4の実施の形態に比べて、メモリ再構成におけ
る要求受付部だけが異なる。
【０４００】
　図17は、第5の実施の形態の構成を表すブロック図である。第1乃至第4の実施の形態に
比べて、メモリ再構成要求解析部1130だけが加わる点で相違する。したがって、メモリ再
構成要求解析部1130に関してだけ説明し、それ以外の構成および動作は、第1乃至第4の実
施の形態と等しいため説明を省略する。
【０４０１】
　メモリ再構成要求解析部1130は、メモリ再構成要求を受け付け、システムのメモリ再構
成を開始させる。
【０４０２】
　具体的には、まず、メモリ再構成要求解析部1130は、メモリ再構成要求を受け付ける。
【０４０３】
　メモリ再構成要求を入力する元は、例えば、オペレータであったり、資源配分を制御す
る資源管理システムであったり、システム管理用のOSからのAPIだったりする。
【０４０４】
　今後、説明の便宜上、オペレータからの入力を前提に説明を続けることにするが、要求
入力元はオペレータとは限らないことは当然であるので注意されたい。
【０４０５】
　メモリ再構成要求解析部1130は、メモリ再構成要求を受け付けたなら、各OSへ発行する
メモリ構成変更要求を生成する。
【０４０６】
　ここで、メモリ再構成要求の表現としては、全体、もしくは、特定の実アドレス空間の
範囲を指定する方法がある。
【０４０７】
　例えば、「0～1GBの領域はOS1、1～2GBの領域はOS2に割当てる」や「0～1GBの領域はOS
1に割当てる」などである。
【０４０８】
　これらは、実メモリ管理部1110、または、管理OS情報管理部1111を介して管理OS情報を
参照して現在のメモリ構成を把握し、メモリ再構成要求と比較することにより差異を求め
、さらに、アドレス変換などを計算することで、それぞれのOSに対するメモリ構成変更要
求を生成することができる。
【０４０９】
　メモリ再構成要求の別の表現としては、メモリの増減量や、マシンアドレス空間の範囲
で指定する方法がある。
【０４１０】
　例えば、「OS1は1GBの容量を削減し、OS2は1GBの容量を増加させる」や「OS1は高位1GB
を削減し、OS2は1GBの容量を増加させる」「OS1はOS内の1GB～2GBの容量を削減し、OS2は
1GBの容量を増加させる」などである。
【０４１１】
　これらは、OS毎に命令を分割し、それぞれのOSに対するメモリ構成変更要求を生成する
ことができる。
【０４１２】
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　さらに、これらの要求は、複数のより小さな要求を表すメモリ構成変更要求に分割して
生成することができる。
【０４１３】
　例えば、「OS1は1GBの容量を削減する」という要求は、「OS1は256MBの容量を削減する
」という要求4つに分割し、生成することもできる。
【０４１４】
　メモリ再構成要求解析部1130は、生成したメモリ構成変更要求を、要求するOS1200-i（
i=1～n）に対応するメモリ構成変更要求制御部1230-i(i=１～n)に発行する。
【０４１５】
　これにより、個々のOSのメモリ変更を促し、メモリ再構成要求に対する構成変更処理の
一連を行うことができる。
【０４１６】
　生成したメモリ構成変更要求を発行する方法には、同時に複数のメモリ構成変更要求を
発行する方法、1つずつ順序だてて生成したメモリ構成変更要求を発行する方法がある。
【０４１７】
　さらに、生成したメモリ構成変更要求を発行する方法には、メモリを削減するか、増加
させるかの情報を利用して、発行させる順序を決定することができる。
【０４１８】
　例えば、削減する要求を先に発行し、増加させる要求を削減する要求の処理終了後に発
行させるといったこととができる。また、別の例として、一部の削減する要求を先に発行
し削減させた後、できた未使用領域の容量に対応する増加要求を発行する。これを1サイ
クルとして、サイクルを繰り返すことで全部の要求を発行する。といったことができる。
さらに、別の例としては、前記の1サイクルで行う例において、あるサイクルの増加要求
を発行するときに、別のサイクルの削減要求を発行するという、サイクル間の発行タイミ
ングを重ねるといったことができる。
【０４１９】
　さらに、生成したメモリ構成変更要求を発行する方法には、発行するOSの情報を利用し
て、発行させる順序を決定することができる。
【０４２０】
　例えば、特定のOSに対する要求は同時に発行しないといったことができる。
【０４２１】
　メモリ再構成要求解析部1130は、メモリ構成変更要求制御部1230-i(i=１～n)を通して
メモリ構成変更要求の処理結果が報告された場合、必要に応じて、オペレータに結果を伝
えることができる。
【０４２２】
　メモリ再構成要求解析部1130は、すべての生成したメモリ構成変更要求に対して結果が
返答された場合、オペレータへ最終結果を報告する。
【０４２３】
　次に、本実施の形態の動作について詳細に説明する。
【０４２４】
　図17の構成図、および、図18のフローチャート図を参照して、メモリ再構成要求を受信
したときの処理について説明する。
【０４２５】
　メモリ再構成要求解析部1130が、メモリ再構成要求を受信することで、メモリ再構成処
理が開始される。
【０４２６】
　メモリ再構成要求解析部1130は、個々のOSへメモリ構成変更を要求できる量に、メモリ
再構成要求からメモリ構成変更要求を生成する（ステップS801）。
【０４２７】
　メモリ再構成要求解析部1130は、生成したメモリ構成変更要求のうち、メモリ構成変更
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要求制御部1230-i(i=１～n)に発行していない要求があるかどうかをチェックする（ステ
ップS802）。
【０４２８】
　チェックの方法は、例えば、要求にチェックフラグをつけておいて管理する方法がある
。また別の例として、リスト構造として記憶しておき、発行済み箇所を覚えておくことで
、発行済み箇所からのリストの前後によりチェックする方法がある。また、別の例として
、発行済みリストと発行前リストを作成し、管理する方法がある。
【０４２９】
　メモリ再構成要求解析部1130は、未発行のメモリ構成変更要求が存在した場合、未発行
のメモリ構成変更要求のうち、前述のさまざまな基準で選択されるメモリ構成変更要求を
、メモリ構成変更要求を要求するOS1200-i（i=1～n）に対応するメモリ構成変更要求制御
部1230-i(i=１～n)に発行し、結果を得る（ステップS803）。
【０４３０】
　ステップS803において、結果を途中結果としてオペレータに報告してもよい。
【０４３１】
　メモリ再構成要求解析部1130は、未発行のメモリ構成変更要求が存在しない場合、最終
結果をまとめて、オペレータへ報告する（ステップS803）。
【０４３２】
　これにより、メモリ再構成要求を受信したときの処理が完了する。
【０４３３】
　次に、第5の実施の形態の効果について説明する。
【０４３４】
　第1乃至第4の実施の形態は、OSに直接要求が届いている。しかし、実メモリ管理、さら
に、仮想計算機環境管理においては、仮想計算機環境の制御用プログラムであるVMMが一
元制御しているのが一般的である。すなわち、制御するオペレータは通常、VMMに関連付
けられるべきで、VMMに制御情報を発行する。第5の実施の形態は、上記のような状況に対
応するためのものである。例えば、特許文献1の実施例で説明されている構成テーブルに
よるシステム変更要求などに対応する方式になる。
【０４３５】
　本実施の形態の構成の利点としては、VMMのオペレータしかメモリの構成を変更する要
求を発行できない点である。すなわち、仮想計算機環境全体を管理するVMMとしてのオペ
レータと個々のOSを管理するOSとしてのオペレータ(管理者)を明確に分けることができる
点である。
【０４３６】
　次に、上述した第１乃至第５の実施の形態に係る仮想計算機システムを実現する実計算
機システムの実施例について説明する。
【０４３７】
　図19は実計算機システムの第１の実施例のブロック図であり、メモリ装置1、および、
メモリ制御装置2と、演算装置3と、入出力装置4、および、補助記憶装置5とそれらを接続
するバス6とから構成される。
【０４３８】
　前述した各実施の形態におけるVMM1000と各OS1200-i（i=１～n）は、補助記憶装置5に
保存され、実行時に入出力装置4、および、メモリ制御装置2を通してメモリ装置1に展開
され、演算装置3により動作する。すなわち、通常のコンピュータプログラムとして動作
する。メモリ空間対応関係テーブル／管理OS情報テーブル／利用OS情報テーブル10は、管
理OS情報、利用OS情報、および、メモリ対応表を管理している。これは前述の通り、３つ
の表を一まとめとして管理している場合の一例を表している。実メモリアドレスは、実メ
モリ空間でのアドレス値を示す。管理OS、利用OSは、実メモリ空間において、それぞれ、
管理権、利用権を持っているOSのIDを示す。これらのメモリ空間に対して、実メモリ管理
部で、管理OS、利用OSへ対応付けし割り当てたマシンアドレスが、それぞれ、管理OSアド
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レス、利用OSアドレスである。nullは、管理OSや利用OSが存在しないことや、アドレス対
応関係が無いことを示している。
【０４３９】
　まず、VMM1100が先行して展開され動作する。次に、VMM1100上に、管理用のOS(ここで
は、OS1000-1とする)を起動する。このときに、VMM1100、及び、実メモリ管理部1110、実
メモリ構成制御部1120、および、それらに含まれる各機能を用いて、管理用OS1000-1の管
理OS情報を変更し、メモリ領域を割当てる。
【０４４０】
　管理用OS1000-1がメモリアクセスする度に、利用OS情報を参考にしながら、VMM1100、
及び、実メモリ管理部1110、実メモリ構成制御部1120はメモリ領域のアクセスチェックに
より、実割当てを行う。
【０４４１】
　また、その後、ゲストOSと呼ばれる、実際に利用環境として用いるOS1000-i(i=2～n)が
起動要求、停止要求が繰り返され、複数のVMが構築される。このときに、VMM1100、及び
、実メモリ管理部1110、実メモリ構成制御部1120の各処理部が連動し、実メモリ領域の管
理をし、各OS1000-i(i=2～n)に対して管理OS情報、利用OS情報によるメモリアクセスを制
御する。
【０４４２】
　これにより、各仮想計算機環境に対して効率よく、かつ、整合性の取れたメモリ割当て
、メモリ再構成が実現できる。
【０４４３】
　また、別の例として、VMMはホストOSと呼ばれるプログラムが起動した後、ホストOS上
、もしくは、同列に起動し、各VMが起動することもある。
【０４４４】
　次に図20は、実計算機システムの第2の実施例のブロック図である。この実施例では、V
MM1100はコ・プロセッサ7により実行される。VMM1100のプログラム本体は、ROMやFLASH R
AMなどのコ・プロセッサ用の記憶装置8に記憶されている。すなわち、VMM1000がファーム
ウェアとして提供される。
【０４４５】
　計算機システム起動後、ファームウェアが起動し、バス制御などを開始し、論理区画を
作成する。論理区画により分割された環境１つがVMに相当する。このときに、論理区画は
設定として記憶している場合もあれば、コマンド入力により作成することもある。論理区
画ごとにOSの起動、終了が制御可能になり、複数のOSが起動できる。
【０４４６】
　コ・プロセッサ7上のVMM1100を通して、メモリ領域を論理区画へ割り当て、再構成、解
放するときに、第１乃至第５の実施の形態を通し、各論理区画に対して効率よく、かつ、
整合性の取れたメモリ割当て、メモリ再構成が実現できる。
【０４４７】
　次に図21は、実計算機システムの第3の実施例のブロック図である。この実施例では、V
MM1100はメモリ装置1、および、メモリ制御装置2に展開され実行される。VMM1100の多く
の機能はメモリ装置1に展開され、実メモリ管理部1110、実メモリ構成制御部1120がメモ
リ制御装置2に展開される。これは、Memory Management Unit(MMU)と呼ばれるメモリ制御
用プロセッサに、本発明のメモリ区画制御機能を実現することに相当する。VMM1100はMMU
によるサポートを利用しながら動作する。それ以外の動作は、第１の実施例と同じである
。
【産業上の利用可能性】
【０４４８】
　本発明は、仮想計算機技術を用いたサーバ統合やシンクライアント・サーバに、より効
率的にメモリを活用するために適用できる。また、仮想計算機技術によるセキュリティを
向上させる組込み端末に、より効率的にメモリを活用するために適用できる。また、開発
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環境と事務環境などを混在させたり、セキュリティ目的として導入したりする仮想計算機
技術製品に、より効率的にメモリを活用するために適用できる。
【図面の簡単な説明】
【０４４９】
【図１】仮想計算機環境におけるメモリ区画分割と仮想化空間への対応付けを示す概念図
である。
【図２】VMの動的メモリ構成変更の過程を示すメモリ情報の概念図である。
【図３】特許文献１のメモリ再構成手法の構成を示すブロック図である。
【図４】特許文献１のメモリ再構成手法の動作過程を示すシーケンス図である。
【図５】本発明の第１の実施の形態の構成を示すブロック図である。
【図６】本発明の第１の実施形態におけるメモリ構成変更処理の動作を示すフローチャー
トである。
【図７】本発明の第１の実施の形態における利用OSの選択処理の動作を示すフローチャー
トである。
【図８】本発明の第１の実施の形態におけるOSのメモリ解放処理の動作を示すフローチャ
ートである。
【図９】本発明の第１の実施の形態におけるOSのメモリアクセス判定の動作を示すフロー
チャートである。
【図１０】本発明の第１の実施の形態におけるメモリ再構成の動作過程を示すシーケンス
図である。
【図１１】本発明の第１の実施の形態におけるメモリ再構成の過程を示すメモリ情報の概
念図である。
【図１２】本発明の第２の実施の形態における利用OSの選択処理の動作を示すフローチャ
ートである。
【図１３】本発明の第１の実施の形態における管理OS、利用OSの変化の過程を示す管理テ
ーブルの概念図である。
【図１４】本発明の第２の実施の形態における管理OS、利用OSの変化の過程を示す管理テ
ーブルの概念図である。
【図１５】本発明の第３の実施の形態におけるOSのメモリアクセス判定の動作を示すフロ
ーチャートである。
【図１６】本発明の第４の実施の形態におけるメモリ構成変更処理の動作を示すフローチ
ャートである。
【図１７】本発明の第５の実施の形態の構成を示すブロック図である。
【図１８】本発明の第５の実施の形態におけるVMMからのメモリ再構成要求を処理する動
作を示すフローチャートである。
【図１９】本発明の仮想計算機システムを実現する実計算機システムの第１の実施例のブ
ロック図である。
【図２０】本発明の仮想計算機システムを実現する実計算機システムの第２の実施例のブ
ロック図である。
【図２１】本発明の仮想計算機システムを実現する実計算機システムの第３の実施例のブ
ロック図である。
【符号の説明】
【０４５０】
１１００…仮想計算機モニタ（VMM、hypervisor）
１１１０…実メモリ管理部
１１１１…管理OS判定部
１１１２…利用OS判定部
１１２０…実メモリ構成制御部
１１２１…メモリ解放宣言部
１１２２…メモリ解放制御部
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１１２３…メモリ拡張制御部
１１２４…メモリアクセス監視部
１１３０…メモリ再構成要求解析部
１２００－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…オペレーティングシステム（OS）、または、仮想計算機（
VM）
１２１０－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…OS(VM)内のメモリ管理部
１２２０－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…OS(VM)内のメモリアクセス制御部
１２３０－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…OS(VM)内のメモリ構成変更要求制御部
１２４１－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…OS(VM)内のメモリ解放領域探索部
１２４２－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…OS(VM)内のメモリ解放部
１２４３－ｉ（ｉ＝１～ｎ）…OS(VM)内のメモリ拡張部
１…主記憶装置
２…主記憶制御装置
３…演算装置
４…入出力制御装置
５…補助記憶装置
６…バス
７…コ・プロセッサ
８…ＶＭＭ記憶装置
９…仮想計算機対応メモリ管理機能付主記憶制御装置
１０…管理OS情報テーブル、および、利用OS情報テーブル
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